Decree of Emancipation and National Government Disbursements for Integration in Taisho Period by 戒田 郁夫 & Kaida Ikuo
解放令と同和行財政の進展
著者 戒田 郁夫
雑誌名 關西大學經済論集
巻 36
号 2-4
ページ 573-626
発行年 1986-11-04
その他のタイトル Decree of Emancipation and National Government
Disbursements for Integration in Taisho Period
URL http://hdl.handle.net/10112/14699
573 
解放令と同和行財政の進展
戒
?
郁 夫
はじめに
差別はあらゆる人間生活の領域に根をはっている。しかしながら人間は生ま
れながらにして差別意識をもつものではない。それは人間の社会化過程で生じ
るものである。部落差別もまた社会の強制の結果である。それゆえにこそこの
恥ずべき社会悪をなくすためには社会全体がこの問題に取り組むべき責務をも
つのである。そして社会を代表するのは政府であるから，その責任は重い。
わが国が国家として部落解放という社会意識の変革に着手したのは，明治 4
年 8月（旧暦）の解放令をもって始まりとするが， 国家が心理的差別と実態的差
別の解消のため，同和行財政を国家の行財政のなかに位置づけたのは更に下っ
て大正 9年のことである。そして，その後同和行財政の進展がみられたけれど
も，それが不十分であり，差別の解消につながらなかったことは，戦後の「同
和対策審議会答申」 （昭和40年8月11日付）の出現をみても明らかであろう。
以下，小稿では同和行財政の出発点としての解放令の策定過程とそこから部
落授産策の欠落した事情を検討したのち，今日問題になっている壬申戸籍法に
しめる解放令の役割について考察する。次いで明治期における一般的救貧行財
政の停滞の背景と要因にふれ，そのなかから生れた同和行財政が大正期の半ば
になってやっと国家政策の中に位置づけられ，融和運動団体と立法・司法両府
の協力によって進展して行く過程を辿る。そして，最後に当時の経済学者によ
る部落問題論の検討を通じて大正期における同和行財政思想のタイプを明らか
にし，それが同和行財政の展開にどのような係わりをもったかを探ってみる。
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I. 「解放令」-同和行財政の出発点—-
大正8年 3月25日，第41回帝国議会衆議院において「部落改善に関する建議
案」の趣意説明が奈良県選出の代議士福井三郎によって行われた。
「維新当初先帝の大御聖旨に依って，四民平等と云ふことで，忌はしい称呼は総て取除か
れ，取除かれたと同時に，又其の交際待遇も吾々と何等変ることなく等しかるべき筈なる
にも拘らず，今に於いて之を社会の一方に駆逐して，共に交らず，共に婚せず，共に飲せ
ずと云ふ有様になって居るのであります。誰が付けた名前でありますか知りませぬが，甚
しきは之を呼ぶに，古の穣らしき名称を云ふのを遠慮した積りで，特殊部落民杯と称して
居るのであります。何故に是が特殊部落民でありませうか。吾々と同胞兄弟，何等異なる
ことは無いのであります。然るに旧き卑しき習俗を今尚ほ改めずして，斯の如き取扱を致
して居る事は，実に忍びざる事であると同時に大御聖旨にも悸ったる事であります」。1)
福井のこの演説は明治23年国会開設以来はじめて「部落問題」を政治課題と
して取り挙げるよう議会から時の政府（原敬内閣）に訴えたものであった。
いわゆる解放令が明治4年 8月28日に布告されてから半世紀経みしてもな
ぉ，被差別部落民は社会から疎外されていた。「共に交らず， 共に婚せず， 共
に飲せず」は勿論のこと，被差別部落の妊婦の求めに医師や産婆が診察や介添
えに応じなかったり，檀那寺の住職で葬儀や法要への参列を拒む者もいたとい
う差別事例さえあった2)。 まさに「ゆりかご」から「墓場」まで被差別部落民
の生きる権利は侵害されていたのである。否，差別は世間だけではなかった。
わずか17年前には議会の中でも堂々と差別発言がまかり通っていた。
(1) 帝国議会における差別演説
明治35年12月16日，第17回帝国議会衆議院の委員会で地租条例改正案が審議
1) 「大日本帝国議会誌」第11巻， 1322ページ。以下「鏃会誌」と略称。
2)梅原真隆「融和問題」（長谷川良信絹「社会政策大系」第9巻， 昭和2年， 大東出版
社，所収）。
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されていた。明治31年12月30日，第2次山県内閣のとき，日清戦役後の第2次
増税の一環として 5年間だけ地租を増徴するという内容の地租条例改正案が可
決されたが，この時限立法を更に延長し，海軍拡張の財源に充当しようという
のが桂内閣による今回の改正案の内容であった。そして海軍拡張の必要性は認
めるけれども，その財源については行財政改革で捻出した予算の剰余をあてよ
というのが野党の政友会や憲政本党の主張であった。法案の審議過程におい
て，時の政友会代議士で後に「憲政の父」と呼ばれた尾崎行雄の海軍大臣山本
権兵衛に対する舌鋒が性差別と部落差別の発言を生んだのである。尾崎は，桂
内閣の大臣を「神経質の女の病人」にたとえ， 「地租から取った金でなければ
国防充実（中略）の財源に致さぬと云ふに至りては唯驚かざるを得ぬ（中略）何ぞ
もう少し男らしく（せよ）」と皮肉る。更に続けて云う， 海軍拡張計画の財源
を地租に求めたいとする政府の主張は， 「恰も富貴の家の子が稼多と道連れを
するやうな感じをするのである。若し此稼多と一緒に歩かなければ吾々は歓迎
するのであるけれども何の因果か知らず，山本君は是非とも此稼多と道連をし
たいと云ふのである。是に就いては少し御考直しになったら如何」と 3)。
海軍拡張計画＝好ましいもの＝富貴の家の子，地租増徴＝好ましくないもの
＝被差別部落民という尾崎の思考が差別意識から生じていることは論を侯たな
い。むしろ問題は，既に国家意思として廃止した筈の旧時代の身分差別として
の「職多非人等ノ称」を， 30年たって然も国政の中枢を形成する立法府におい
て，有力議員が何のためらいもなく政府攻撃のために悪用したことである。
これほど社会に根づかない封建的身分解放に関する法令がこれまであったで
あろうか。解放令を「一片の空文」とか「形式的な布告」であるとする評価4)
がでて来るのも無理はない。しかしながら，解放令がそのような性格のもので
3)前掲，『議会誌」第5巻， 1880ペー ジ。
4)大正11年3月3日の水平社創立大会「宜言」および昭和8年8月28日の高松地方裁判
所差別裁判糾弾闘争全国部落代表者会議「宜言」（部落問題研究所編「水平運動史の
研究」第4巻，資料編下， 1972年， 269ページ）。
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あれ，それが被差別部落民に喜びをもって迎えられ，後に差別糾弾闘争で一定
の進歩的な役割を果たしたことも事実である。そして解放令に対する反発が強
ければ強い程，それの布告された歴史的意義は大きい。事実，維新期を日本で
過ごし政治的社会的変革を体験した2人の欧米知識人の印象は強烈であった。
(2) 解放令の評価—プラックとグリフィス—
幕末から明治13年までジャーナリストとして活躍したイギリス人プラック
J. R. Black (1816-1880)は，解放令を「最も注目すべきもの」と把え，被差別
部落民の生存権の回復は信仰の自由の保証のように「外国からの強制によった
ものではな（く）」また国民と相談した結果でもない，すべて「天皇と大臣の
崇高な行為であった。（中略）実際にもし国民が相談を受ければ，彼らの無知，
愚昧，迷信はひどくて，この解放を必死になって妨害したであろう」と論評し
ている5)。 そして，明治 3年に来日したお雇い外人のアメリカ人教師グリフィ
ス W.E. Griffis (1843-1928)は被差別部落民の解放を奴隷解放と同じくらい
「道徳上すばらしい行為」と賞賛している 6)0 
この 2人の外国市民と同じ目で解放令を評価している奈良本辰也氏の云うよ
うに，解放令の作成と公布に貢献したのは，先進的な頭脳をもった「一部のイ
ンテリゲンチャ」7)であった。
(3) 公議所における解放論議
明治2年 3月に立法機関的性格に衣更えした公議所において，同年4月，維
新政府の議事取調局取締御用掛業務の加藤弘蔵から「非人稼多御廃止之議」が
5) J. R. プラック著，ねず• まさし，小池晴子共訳「ヤング・ジャパン」⑧ （昭和50年，
平凡社） 154-5ペー ジ。
6) W. E. グ））フィス著， 山下英一訳「明治日本体験記』（昭和59年，平凡社） 238ペー
ジ。
7) 「部落解放」 (1971年9月号）所収の「＜座談会＞“解放令”公布から百年」におけ
る氏の発言。
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提出された。賤民制は「天理二脊」き「国辱」であり，それの残存は「王政ノ
大御欽典」であるから，之を「改テ庶民」に加えるべきであるというのが建議
の趣意である。維新後に賤民制の廃止を提案した最初のひと加藤は，すでに文
久2年幕府の蕃所調所教授手伝のころ，天賦人権説に立脚した『部草」を著わ
し立憲思想を初めてわが国に紹介した当代有数の知識人であった。ほぼ同じ
頃，公議所では福智山議員の中野 斎提案の「里数御改定ノ議」（明治2年4月）
を発端に賤称廃止論が展開された。儒学者帆足万里の養子で日出議員の帆足竜
吉からは「稼多ヲ平人トシ，蝦夷地二移スヘキノ議」（同年4月）が，そして信
州松本藩議員の内山総助からは「稼多非人ノ身分御改正ノ議」（同年5月）が提
案された。これら公議所における解放論議は行政官僚のそれが天賦人権論にも
とづく国辱論的解放論であるのに対して，議員によるそれは被差別部落民の解
放を富国策と結びつける国益論的解放論という特徴を示めしている。
(4) 解放令の策定過程ー一大江と田中ー一
他方，解放令の実現と具体化に大きな役割を果たしたのが大江 卓 (1847-
1921)8)と田中光顕(1843-1939)である。両人は共に土佐藩の陪臣であった。倒
幕運動に早くから参加していた田中は，慶応3年11月15日に中岡慎太郎が暗殺
された後，陸援隊の事実上の隊長となった。そして彼の仲介で入隊したのが大
江である。田中の生地である佐川には，戦国時代に発生し江戸時代に定着した
被差別部落があった9)。大江の生地の宿毛は土佐の西端に位置し，山と海に包
まれた淋しい所である。彼はこの地で維新前に畑を開墾するため被差別部落民
を雇用した経験をもっていた10)0 
8)大江の解放令に関する貢献については否定的な見解がある。たとえば，小林 茂「部
落「解放令」の研究』 (1979年，解放出版社）および堀切初亀「田中光顕」（『土佐史
談」 170号，昭和60年11月，所収）参照。
9)部落解放同盟佐川支部編「部落はたちあがる一部落解放同盟佐川支部闘争小史
ー」（昭和44年，汐文社）参照。
10)大江天也談「稼多非人称号廃止と顛末を述べて穂多の起源に及ぶ」（「民族と歴史」第
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幕藩時代の格式階級制度は人間に階級を付け階級に応じて差別待遇を行って
いた叫とりわけ，土佐ではそれが厳しく格式に応じて儀礼，家屋，衣服から
履物に至るまで事細かに定められていた12)。士分に対してそうであったから，
社会の最下層に位置づけられていた被差別部落民に対する差別は尚更のことで
あった。大江によれば，「私の国の土佐などが最も酷い」と13)。その土佐の，
しかも軽格の士の出であった大江と田中がそれぞれ別個に被差別部落民の身分
解放に関する建白を行ったのである。彼らが一視同仁という見地から解放策を
建白した点においては同じであるけれども 14), 当時浪々の身であった大江が民
部大輔大木喬任の要請によって民部省への建白を行ったのに対して，大蔵省戸
籍司に勤務していた田中は，実務担当責任者という立場から，戸籍法編成との
関連において明治4年 8月の太政官布告の具体化に貢献したのである。これが
田中を議論より実行の人と評するゆえんであろう 15)。
ところで，大江が被差別部落民の唐げられた状況に強い関心を抱き，それの
実情調査に着手したのは明治3年秋（旧歴8月）のことであった。賤民制廃止の
論は明治 3年の春頃から既に民部省でも起こっていたが16), 大江はそれを知ら
ずに同年の冬（旧歴10月），大蔵大輔大隈重信の紹介により当該問題の担当部局
である民部省の大木喬任に賤民制廃止の必要を訴えたのである17)。大江の民部
省への第 1次建議案（明治4年1月提出）は，「方今平民一途戸籍御取調ノ折柄」
2巻第1号，大正9年1月，所収）。
11)中津藩については福沢諭吉「旧藩情」（『福沢諭吉全集」第6巻，大正15年，時事新報
社）に詳しい。
12)坂本久寿「高知藩の格式階級制度」（『土佐史談」第25号，昭和3年12月，所収）。
13)前掲，大江の談。
14)大江の談および熊沢一衛「青山余影ー一田中光顕伯,1ヽ 伝＿」（大正13年，青山書院）
273ペー ジ。
15)熊沢，同書， 274ペー ジ。
16)これは明治2年12月に作成された「民部省戸籍法草案」との関連で生じたものであろ
う。
17)岡本 弥「特殊部落の解放J(大正10年），『近代文芸資料複刻叢書」第7集， 昭和43
年年，世界文庫，所収， 252ペー ジ。
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とあるように， 賤民制廃止が戸籍との関連で建白されていることは確かであ
る。しかし，大江の建議案の特徴は被差別部落民の単なる法制上の身分解放だ
けに留まらず18)1 「部落授産策」を提示している点である。そこには就産のた
めの政府資金の貸付（総額5万両， 5年賦年1万両返済），皮製品および酪農製品の
生産を始めとする西欧の各種生産技術の伝習，消防夫および警察官への採用，
工ゾヘの移住・開拓の奨励がもられている 19)。 ところが第 2次建議案（同年3
月提出）に示された授産策においては， 被差別部落民の就くべき職業の具体的
明示をさけて「西洋一般の諸業」となし，彼らの自力的経済改善に力点がおか
れている20)0 
明治4年 3月15日に民部省案が太政官へ提出された。その内容は大江の第 1
次建議案とほぼ同じである。これに対して太政官は民部省案を批判して次のよ
うに指示を下したのである21)。「穣多ヲ以テ平民ノ下等二班列ス）レヲ須ヒス」
「逐次二平民二編伍セシム可シ」「今マ金額ヲ貸与スルハ逮二許シ難シ」。
身分解放方法と部落授産策から構成されている大江の建議案は結局却下され
た。太政官は被差別部落民を順次民籍に編入させる方法を採っただけで，国家
18)但し，解放の方法は先ず賤称を廃して改めて適当な名称（例えば賤民）を付し，平民
の身分より 1等下におき漸次平民籍に編入するというもの。第2次案では被差別部落
民のうち諸産業の出資者（したがって資産家）など「治教開化」に功のある者から順
次平民籍に編入すべき方法を提示した。この第1次案と第2次案における身分解放策
の差異について，大江自身は次のように述べている。「金を出したものは平民籍に入
れる。金を出さぬ者は区別されて居ると云ふことは， どうも宜しくない。（中略）前
の意見（第1次案のこと一注）はどうも偏頗だから，矢張り是は一時に平民籍に編入
しなければならぬという意見書を再び出した」（前掲，大江の談） と。しかしこれは
事実（資料）に反する。
19)原田伴彦・上杉 総編「近代部落史資料集成」第 1巻，史料39。
20)同，史料44。なお藤野 豊氏は，第2次建議案が経済的向上のための資金をすべて被差
別部落民側の負担としている点から，「2回目の建白書では明らかに後退」（同氏「同
和政策の歴史」昭和59年，解放出版社， 25ベージ）と評価しているが，身分解放の具
体的内容が移住・居住の自由・職業選択の自由の保証であるならば，法制上の身分解
放という観点からすれば，第2次案は必ずしも後退とは言えないであろう。
21) 『明治前期財政経済史料集成」第3巻， 333ペー ジ。
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による部落授産策は闇に葬られたのである22)。かくして明治4年 8月28日，太
政官より解放令が布告された。「祓多非人等ノ称被廃候条， 自今身分職業平民
同様タルヘキ事」。
II. 解放令と壬申戸籍法
(1) 壬申戸籍法の成立過程
解放令の布告は直ちに全国 3府302県へ通達された。被差別部落民に対する
従来の賤称廃止のうえ彼らを「一般民籍二編入シ，身分職業共都テ同一」扱い
にすべしという内容のものである。解放令の布告に先立つこと 4カ月前の明治
4年 4月 4日にいわゆる壬申戸籍法が太政官から布告された。それにもとづく
戸籍の調査作成は明治 5年2月1日以降であったが， 「関係スル諸般ノ事ハ今
ヨリ処置致ス可」しという指示が行われていた。太政官が解放令の布告に伴う
行政措置を府県に通達したのは，戸籍法のなかに解放令に抵触する条項が含ま
れていたからである。同法第32則がそれであった。すなわち「稼多非人等平民
ト戸籍ヲ同フセサルモノノ如キハ其最寄ノ区ニテ其戸長へ名前書ヲ出サセ（中
22)明治4年3月といえば，明治12年に大蔵卿大隈重信が編成した8期間決算報告書の第
4期（自明治3年10月至4年9月）に相当する。明治初年の財政困難はこの期に至っ
て漸く緩和し，本格的な殖産興業政策の実施と軍事力の充実のために財政整備の始ま
った頃である。この期の歳出総額は約1,900万円，経常歳入は約1,500万円で赤字額の
うち 214万円を民部省札の発行で補填していた。したがって財政に余裕のなかったこ
とは事実であるけれども，仮りに余裕があったとしても，当時において部落授産策が
優先的に採用されたとは考えられない。
維新政府の重要課題は秩禄処分による旧武士団の解体と，それに伴う社会的不安の
増大を鎮静化するための士族授産，すなわち失業救済であった。それのもうひとつの
目的は「遊食の徒」である旧武士に土地や資金を下付して政府の殖産興業政策のなか
に組み入れることにあった。したがってそれは部落授産とは本質を異にするものであ
り，士族授産と部落授産を形式的に対比できないのは云うまでもない。そして政府が
士族授産策に積極的に取り組むのは，旧武士団による最後の反乱，西南戦役以後のこ
とであった。明治10年以前は「士族自身の自発的就産」の方が一般的で，むしろそれ
が失敗したので「政府の積極的授産政策を必要とするに至った」のであると。
吉川秀造「士族授産の研究」（昭和10年，有斐閣） 25-7ページ参照。
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略）其人員男女ヲ分チ戸籍表二書入レ差出シ庁ニテモ戸籍表二入｝レル事式ノ如
クスヘシ」と。そこには戸籍表の書式のサンプルが添付されているが，第1号
書式は戸数と人口数の調査結果を記入するもので，人員の内訳は男女それぞれ
年齢別人数のほか「癖疾」「識多」「非人」の数を記載するようになっている。
また就業人口の調査結果を記入する第2号書式においても，その追記に「農工
商二属セサルモノヲ雑業トスヘシ」とあるので23), いわゆる壬申戸籍法が制定
当初，戸籍のうえで被差別部落民を別扱いにしていたことは確かである。
この戸籍法の草案である「全国統一戸籍編成規則案」が出来上ったのは明治
2年12月であるが，その中の「戸籍編製例目」の第 5項の但し書に「稼多非人
ノ徒ハ，都テ其所又ハ近傍ノ村町二附属セシメ，其荘屋年寄ノ支配トシ，本村
町戸籍ノ末江同体ニシテ編入スヘシ」24)とあるから，これが壬申戸籍法の第32
則に成文化されたものであろう。このことは維新政府が戸籍法編成にあたって
当初から被差別部落民の法制上の身分を解放しようとする意図のなかったこと
を示すものである。それではなぜ明治4年8月の時点において解放令が布告さ
れたのであろうか25)。それを探究するための手掛りとして壬申戸籍法の成立過
程を一瞥しておこう。
慶応3年10月，徳川慶喜の大政奉還によって徳川幕府は倒れ，同 4年 1月の
戊辰戦争の勝利の結果，維新政府が誕生した。新政府は朝廷の膝元で政治の
中心であった京都府の民政を確立するために府内の人口の把握を必要とした
が，最初に採られたのが市中に屯す「脱籍浮浪の徒」に対する取締りであっ
た26)。新政府の担い手となった倒幕運動の志士たちの最も恐れたのは，いつ反
23)外岡茂十郎編「明治前期家族法資料」第1巻第1冊（昭和42年，早稲田大学）史料197。
24)前掲，原田他『資料集成」史料25。
25)牧 英正教授は，この時期に解放令が布告された理由を次のように説明している。地
租改正や徴兵制の実施をみこして，戸籍の錯雑を解消するために戸籍法実施前におい
て政府は解放令を出したのであると。同氏「壬申戸籍始末」（大阪市立大学同和問題
研究紀要「同和問題研究」第8号， 1985年，所収） 8ページ。
26)慶応4年3月の「五榜の掲示」の第5札（覚）は脱籍浮浪の禁止を命令したものであっ
た。
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政府運動の推進力となるかも知れぬ彼らと同類の脱籍浮浪の徒の存在であっ
た27)。そして京都府の戸籍制度設定のため木戸孝充の推挙によって任用された
のが長州藩士の棋村正直であった。慶応2年2月の奇兵隊の狼藉を鎮圧した
実績のある棋村は， 同年12月には長州藩の戸籍帳に倣った戸籍仕法を制定し
た28)。
明治2年2月5日，新政府は全国統一の中央集権制実現の第一歩として，先
ず直轄領に京都府の戸籍仕法に倣った戸籍制度を設定するよう通達すると共
に，同年6月4日には京都府の戸籍に関する法令を各府県に頒布した。公議所
において被差別部落問題が論議されたのは丁度この頃である。そして同年12月
に壬申戸籍法の草案である「全国統一戸籍編成規則案」29)が，長州藩出身の有
カメンバーの集まった民部省において作成されたのである。明治 3年5月，そ
れにもとづき政府は 3府271藩46県（明治2年12月現在）に管下の石高と戸口の申
告を命じた。戸籍法の草案と壬申戸籍法の制定までの 1年半の間，このような
経緯を辿ったのである。
(2) 戸籍法と「平均の原理」
しかしながら，重要なことは，長州藩戸籍法と京都府戸籍仕法との間にみら
れる親近な継承関係が壬申戸籍法と京都府戸籍仕法との間には存しないという
福島正夫氏の指摘である30)。両者の間にいくつかの相違点のあるなかで，例え
ば戸籍編成の基本原理という極めて重要な特徴をとりあげると，戸籍法が統一
戸籍主義（臣民一般ノ戸籍」）31)であるのに対して，京都府戸籍仕法は多元的戸籍
27)平賀健太郎「戸籍制度について」（『戸籍制度80年記念論文集」昭和28年，帝国判例法
規出版社所収） 315ペー ジ。
28)熊谷開作「明治戸籍制度の由来」（森 義宜編『大阪大学法学部創立10周年記念論文集』
昭和37年，有斐閣所収） 238-246ペー ジ。
29)前掲，原田伴彦他「資料集成」史料25。
30)福島正夫「明治4年戸籍法の史的前提とその構造」（同氏編「戸籍制度と「家」制度」
1959年，東大出版会，所収） 152ペー ジ。
31)戸籍法第1則の「此度編製ノ法臣民一般（華族士族卒族祠官僧侶平民迄ヲ
374 
解放令と同和行財政の進展（戒田） 583 
主義（士族，卒，社寺，町人，百姓という身分別戸籍）であり， 前者の「臣民一般」
という概念は「四民同一」の原理と表裏をなすもので，これは「やがて一君万
民の思想として展開する」途を用意するものであると32)。それではこの統一戸
籍主義にもとづいた戸籍法の淵源は何であろうか。福島氏はそれを明治3年12
月の高知の藩政改革の一環として藩庁により編成された一般戸籍に求めるので
ある。すなわち「四民同一平均ノ権利ヲ与ヘシム）レ」という戸籍法の立法精神
は同藩の藩政改革の基本趣旨を継承発展させたものであると33)。
明治 4年7月14日の廃藩置県の発布以降，新政府は矢継ぎばやに封建的な諸
制限からの解放法令を公布したが，大参事板垣退助と権大参事福岡孝悌に指導
された高知藩の藩政改革はそれに先駆けて殆どすべて実施していた。だがそこ
には脱漏したものがあった。それが「穣多非人および土地に関するもの」であ
る34)。壬申戸籍法も明治4年4月制定の時点において， 「臣民一般」の原理は
完全に貫徹されず，第30,31, 32則のような例外規定（華族等の従僕，僧尼，穣
多非人に対する取扱い）が残存していたのである。
(3) 戸籍法における解放令の意義
諸藩に大きな影響を及ぼしたと云われる高知藩の藩政改革の告諭（人民平等の
思想の宣言）35)が被差別部落民の解放に影響を与えない筈はない。封建的身分
云以下淮之）其住居ノ地二就テ之ヲ収メ」とあり，土地に居住する臣民一般を一括し
て登録する方法がこれである。
32)福島，前掲， 164ペー ジ。
33)同， 156ペー ジ。
34)同， 128ペー ジ。
35) 「夫人間ハ天地間活動物ノ最モ貴重ナルモノニテ（中略）所謂万物ノ霊卜称スルハ，
固ヨリ士農工商ノ隔モナク， 貴賤上下ノ階級二由ルニ非Jレ也」「人間ハ階級ニョラス
貴重ノ霊物ナルヲ知ラシメ，各自二知識技能ヲ悴励シ，人々ヲシテ自主自由ノ権ヲ与
ヘ， 悉皆其志願ヲ遂ケシムルヲ庶幾スルノミ」「皇国ヲシテ万国二対抗シ富弘ノ大業
ヲ興サンニハ，全国低兆ヲシテ各自二報国ノ資ヲ懐カシメ，人民平均ノ制度ヲ創スル
二若クハナシ」「高知県史」＜近代資料編＞（昭和49年） 464-5ペー ジ。
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社会の崩壊は風前の灯であった。丁度同じ頃（明治3年12月），京都府では「稼多
非人」を平民とする案が具申されていた3見解放令の民部省案作りに献身してい
た大江 卓が戸籍法の作成担当部局である民部省の地理寮に就任したのは明治
4年5月のことである。他方，田中光顕は同年7月27日に民部省の廃止に伴っ
て大蔵省のなかに設置された戸籍司の戸籍正に就任， 8月10日には戸籍頭に昇
進し戸籍法実施の総括責任者の地位についた。奇しくも両名は高知藩の藩政改
革の基本趣旨を継承した戸籍法の立法精神の欠落部分を埋め合せ，それを完成
する仕事に就いていたのである。身分差別の色彩を大きく残していた京都府戸
籍法を原型とし高知藩の戸籍法の立法精神を取り入れて転型した壬申戸籍法は
まだ一部に身分差別を残していた。それが完全に「臣民一般ノ戸籍」となるに
は，解放令を必要としたのである。したがって，解放令は戸籍法の完成のため
に欠くことのできない重要な戸籍関係法令のひとつであった。
III. 一般的救貧行財政の停滞
(1) 救貧法の起源
維新政府は被差別部落の法制上の身分を解放したけれども，永年の身分差別
から生じた彼らの社会的経済的劣悪状態の救済には全く触れることなく，差別
から生じた貧困を貧困一般に解消した。それ許りか貧困救済は政府の政治・
行政の中心課題とはならなかったのである。維新政府の窮民救助策は慶応4
（明治元）年 3月15日の「五榜の掲示」（後の太政官布告第158号）に始まるが，そこ
では身寄りのない老人や孤児・棄児，身心障害者および重病人に対しては「憫
ムヘキ事」（第1札第2項）と定められ，幕藩時代からの「人民相互ノ情誼」に
よる救助が原則とされた。
しかしながら，現実問題として「難差置無告ノ窮民」に対しては公的な扶助
が必要であった37)。そこで政府は「府県奉戦規則」（明治2年7月27日布告）とそ
36)福島，前掲， 129ページ，注2。
37)冷害，旱魃，水害などの天災や火災などのために生存手段を失った者への救済には
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れの改正された「県治条例」（明治4年1月27日布告）によって窮民救助を地方政
府の任務として位置づけると共に，明治 7年12月9日に「伽救規則」を制定し
地方政府へ窮民救助を指示したのである。だがその受給資格は極めて厳しかっ
た。翌年の 7月3日付の内務省達乙第85号により 38), 窮民救助申請者は「独身
老幼痘疾病等ニテ何等ノ業モ為不能事実赤貧ニシテ曽テ他二保育スル者モ無之
全無告ノ窮民」に限られた39)。そして被救助者の家に「窮民ノ札」を掲げさ
せ，彼らが民費並区入費の負担という「人民タルノ義務ヲ欠クル者」（すなわち
戸別割免除者）である限り，彼らが「諸遊慰及宴会等」を行い「祭事及角カ・狂
言等ノ為二」散財し「神仏へ金穀並物品ヲ寄付スル事」を禁じる地方さえあっ
t~40) 
｀゜
(2) 救貧法の改正気運とその背景
公的扶助というには余りにも粗末な，いわゆる「原始的な救貧法」41) と呼ば
れた「他救規則」を改正しようとする動きが，明治23年11月29日開会の第 1通
常議会において起こった。明治23年といえば，国会創設の年であると共に， 日
本最初の経済恐慌の始まった年である。前年の天候不順に加えて 210日の暴風
雨をもろに受けた農村の凶作による物価騰貴が引き金となって恐慌が始っま
「窮民一時救助規則」（明治4年10月布告）が制定されたが， 不時の災害による一時
的な窮民状態に対しては備蓄体制を整えることによって対処できるので，それは「備
荒儲蓄法」（明治13年6月布告）の成立と共に廃止された。
38) 「窮民位救申請調査箇条」（社会保障研究所綱『日本社会保障前史資料』第4巻， 昭
和57年，至誠堂，所収） 6-7ページ。（なお同害を以下『前史衰料』と略称。）およ
び明治8年9月13日，商知県権令岩崎長武，「達」亥第284号，（前掲「高知県史」 166
-9ペー ジ所収）。
39)当初は平民の窮民だけが対象であったが，明治11年12月20日の内務省達乙第87号によ
り士族の窮民もその対象となった。（同，『前史賓料」第4巻， 8ペー ジ）。
40)明治9年4月25日，高知県令「達」子甲第47号（前掲『甜知県史』 362ペー ジ）。
41)社会局社会部「本邦社会事業概況」（昭和3年10月），社会福祉調査研究会編「戦前日
本社会事業調査資料集成』（日本図書センター）第2巻所収， 20ページ。以下「資料
集成」と略称。
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た。明治22年9月30日には大阪天満紡績会社職工300人の賃上げ要求のストラ
ィキがあり， 10月31日には富山県魚津で米騒動が発生，窮民2,000人が参加し
た。翌23年 1月18日にも富山で窮民300人が市役所に押しかける騒動があっ
た。 5月になると米価の騰貴は前年の約2倍となり，そのため東京・大阪・京
都などで窮民の数が増加し，東京では餓死者も出るほどの最悪の事態が生じ
た。そして6月30日には新潟県相川で2千数百人が66戸の米商・富裕家を襲う
というこの年最大の規模の米騒動にまで発展した。このような背景のもとで明
治23年12月6日，第 1次山県内閣によって議会に提出されたのが，「植救規則」
にかわる統一的かつ一般的な公的扶助制度の導入を目的とした「窮民救助法
案」であった。すなわち，伽救規則の厳しい制限を緩め， 「自活ノカナク飢餓
二迫ル者」を独身，年齢の如何んを問わず公的扶助の対象とし42), その救助主
体および救助費用の負担を第 1次に市町村，第2次に府県と定め（第5条），救
助内容は窮民に「雨露ヲ凌クヘキ居所並二生存二必要ナル衣食ヲ給与シ疾病ア
レハ医療」「死亡ノ時ハ相当ノ埋葬」を行う（第6条）というものである。議会
は当時の社会道徳規範と資本の論理でもって次のように反対した。怠惰から貧
困になった者を公費で救うべきではなく，法でもって勤労者の所得を奪い窮民
に再分配するようになれば，やがてわが国の資本と労働力は減少し，生産力が
衰退するであろうと。これに対して同法案は決して窮民に生存権を与えるもの
でなく，プログラムを示したにすぎないとする政府の見解にもかかわらず，反
対多数で流産したのである。もっとも，この法案は明治31年6月30日に成立し
た第 1次大隈内閣時代の内務省（板垣退助内相）において， 「窮民法案」 という
名で蘇生する気配をみせたけれども，再び草案のままで姿を消して失った。
「窮民救助法案」が流れてから 6年経って今度は議会の側から救貧制度に関
する法案が提出された。明治30年2月24日に進歩党の大竹貫一他3名の議員に
42)窮民の種類は，「不具痘疾長病不治ノ疾病重偽老衰其ノ他炎厄ノ為自活ノカナク飢餓
二迫lレ者」と「養育者ナキ孤児及引受人ナキ棄児迷児」の2種に分れている（同第1
条）前掲，『前史賓料」第4巻， 8ペー ジ。
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よって突如衆議院に提案された「値救法案及救貧税法案」がそれである。窮民
救助の財源としてイギリスの救貧税と類似のものを導入しようとするものであ
ったが，同法案も会期切迫のため審議未了のまま廃案となった。
さらに明治35年 3月5日には，「窮民救助案」とほぼ同じ内容の「救貧法案」
が「同胞兄弟の情として」という理由で政友会安藤亀太郎議員より提出された
が，これも陽の目をみるに至らなかった43)。
明治23年から40年までの間，わが国では都市の大火が頻発し焼失家屋は 5.3
万戸を上回った。また暴風雨，地震，津波による被害を加えると家屋の損壊は
45万戸以上を数えた。さらに赤痢，天然痘，コレラ，腸チフス，ペスト等の伝
染病による死者の数は61.3万人を超えていた44)。このような天災地異や伝染病
によって生活手段を失った人や重症患者，そして身寄りのない老人，孤児，棄
児等が数多く輩出された。しかも日清・日露の戦争の結果，多数の戦死者と傷
病兵とが生み出され，そのため軍人及遺家族のなかで生活に困窮する者が多数
涌出した。このように天災や戦争等を原因とする特殊な貧困を救済するため明
治32年を境にして特殊救護制度が徐々に導入された。明治32年 3月公布の非常
災害救助に関する「罹災救助基金法」や療養の途をもたず救護者も居ない旅行
中の病人や死者の取扱いを規定した「行旅病人及行旅死亡人取扱法」そして明
治39年4月公布の「疸兵院法」など特殊救護関係法規は，明治42年までに12件
を数えた45)。
他方，維新後の産業の著しい発達に伴う都市人口の急増と富および所得の格
差の増大から生じる一般的貧困の救済に対しては，明治期を通じて立法上なん
43)橋本文雄「我国の救護制度」（京大「経済論叢」第30巻第1号，昭和6年1月，所収）
139-145ページおよび小川政亮「三つの救貧法案」（日本社会事業大学救貧制度研究
会編「日本の救貧制度」昭和35年，勁草害房） 105-120ページ参照。
44) 「近代日本総合年表』 (1968年，岩波書店）および「明治ニュース事典」第5巻(1985
年，毎日コミュニケーションズ）所収，「資料編」 82,92ページ参照。
45)財団法人中央社会事業協会「日本の社会事業」（前掲，「資料集成」第3巻，所収） 65 
-66ペー ジ。
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らの進展がみられなかったことは上記にみた通りである。
(3) 明治期の貧困観
もともと明治期は，夢多く野心に燃えた若者や目先のきく人々にとっては，
才能や努力に運が重なれば誰でも富や地位を手にすることができる流動的な時
代と映じていた。そうであればこそ，「不運をなげく人は， 自己の怠慢， 不始
末，不用意，不勉強の結果にほかならない」とし，「天は自ら助くる者を助く」
事例をふんだんに引いたs.スマイルズ著・中村正直訳の『西国立志編」（明治
4年）や「己が無智を以て貧窮に陥り飢餓に迫るときは， 己が身を罪せずして
妄に傍の富める人を怨み，甚しきは徒党を結び強訴一揆などとて乱妨に及ぶこ
とあり。恥を知らざると言はんや。法を恐れずと言はんや。不都合の次第なら
ずや」と説く福沢諭吉の「学問のすすめ』（明治5年ー 9年）が明治の若者の心を
とらえ空前のベストセラーになったのである。貧困は自己の責任というこの時
代の思想は貧民に対する公的扶助の制度化に厳しい制約を加えたのである。
,(4) 経済的貧困と救貧思想の変化
しかしながら，貧民の数は着実に増えて行った46)。明治10年代から始まった
46)わが国の貧民に関する近代的調査は明治35年の「宮城県貧民調査」をもって濫態とさ
れているが，全国の貧民調査に関しては明治44年の推計が最初であろう。そこでは，
一家が生存上必要な最少限度の衣食住をやっと充している「一般貧民」の数が全人口
の9彩，一家が生存上必要な最少限度の衣食住をも充すことのできない「極貧者，す
なわち窮民」（戸別割免除者を窮民と仮定）が全人口の1%と推定されている。明治
44年のわが国の総人口を 5,000万人とすれば，貧民数500人， うち一般貧民数450万
人，窮民数50万人ということになる。大正10年になると，貧民率は変わらないけれど
もその絶対数は増加し，貧民数は550万人， うち一般貧民数495万人，窮民数55万人と
推定されている。そして，窮民のうち国家及地方公共団体の援助を受ける者は，大正
10年末時点で年約1万人であった。
大都市においては貧民率が更に高く，明治42年の東京市勢調査結果によると，東京
市全人口に対する貧民の割合は3.6彩であったが，大正10年の同調査によると7.6形で
あったと，内務省社会局「本邦社会事業概要」（大正11年6月）で報告されている。
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わが国の工業化の進展がその原因であった。とりわけ，日清・日露の戦役およ
び第 1次世界大戦を契機として工業化はわが国に経済的繁栄をもたらしたが，
その陰に不安定な雇用や劣悪な労働条件にさらされた新しい型の貧民を産み出
したのである47)。都市の低賃金労働者と産業構造の変化から生じる構造的失業
者の群がそれである。
現実の社会状況の変化にもかかわらず，救貧制度は明治 7年の「愉救規則」
のままであったので制度改正の声は識者の間でみちみちていた。
明治41年 9月1日から10月7日にわたって行われた内務省主催の第 1回感化
救済事業講演会で同省参事官井上友ーは，イギリスの貧民対策が排貧から救貧
を経て防貧の時代に入ったことに触れながら， 日本の人口 5,000万人のうち
4,000万人が労働者で占められている今日，「社会問題は単に極貧者の問題でな
くして中以下の問題」であって，彼ら労働者が貧民になってから救うのではな
＜貧民になる前に教化し自活の方法を与えて救済することが必要であり，しか
も救済事業は「単に其人を救ふのではない，国力の本を養ふのである。国の産
業の上からいっても大切である」と富国策と結びつける国益論的社会政策論を
主張すると共に，救貧政策から防貧政策への転換を提唱した48)。
（『資料集成」第2巻，所収， 43-7ペー ジ）。
47)明治41年10月7日に開催された中央慈善協会設立大会の席上，会長の渋沢栄ーは開会
の辞で次のように述べている。「文明が進み富が増すほど貧富の懸隔が甚しくなると
いふことは洋の東西を問はず，時の古今を論ぜず，事実がそこへ証拠立て>居るやう
に思はれます。（中略）東京市の人口が百万乃至百二三十万の時代， 富の程度も今日
より遥かに下級にあった明治二十年以前の有様と，二百万以上の人口になつて，富の
程度も数倍増したる今日と比べましたならば貧困の人の数が如何なる差を為し居る
か，養育院へ行つて御覧なさると直ぐ分かる。統計で五六百人であったのが今日は千
六百余人の入院者がある。（中略）其貧困者は一の養育院にして尚ほ三層倍になつて
居る。左様に貧困者が殖へたが，東京は甚だ貧困に陥つたか，否東京は大変に富んで
居る。富も増した。文明も進んだ。（中略）文明が進み富が増せば貧困者が殖へると
いふことは私の言葉が臨言でないことが分らうと思ふ。」（前掲，『前史資料」 952ペー
ジ）。
48)井上友一「救済事業及制度の要義」（前掲，『前史資料」第4巻，所収， 952ペー ジ）。
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明治期後半から大正期前半にかけて，わが国の社会政策に大きな影響を及ぼ
した帝国大学教授桑田熊蔵も，明治20年代の代表的社会政策学者であった金井
延の救貧思想を基本的に継承していた。「経済上憐むべき状態に於て在る者，
即ち労働者或は細民」が生存の道を失うと「社会の平和を攪乱し国家の安寧を
破る危険」があり， 「日本の国体に合わぬ危険なる主義（中略）社会主義の予防
の為には救済の方法を講じて行くことが必要」であるとして，窮民救助制の必
要な根拠をしめすと共に，社会政策の力点を窮民化予防に置くよう彼は主張し
た。そして社会の平和を維持することが国家の役割であれば， 「社会なる有機
体の発達を阻害する一種の徽菌」である窮民を救助するのは社会の平和のため
であるから，それは国家の当然の役割であり，更に社会進歩を助成するのが国
家の義務であるとすれば，「社会進歩の副産物として発生せる」窮民に対する
保護もまた国家の義務であるとして，彼は国家義務としての窮民救助論を展開
した。このような見解は，貧民に対する当時の一般的道徳規範のうえに立ちな
がらも，伽救規則にみられる私人救助原則の変更を主張するものであった49)。
もっとも，救助事業主体と費用負担者が同一であれば濫費の歯止めになるとい
う理由でもって救助事業の主体を中央政府よりも地方政府に求め，救助内容と
救助条件に一定の制限を加えようとする桑田の考え方は，原始的救貧制度の特
徴である「極めて少額の救助者と少額の救助費」50) という方針に対して大幅な
修正を求めるものではなかった。それはまた当時の中央政府の財政事情にもか
なうものであった。
49)桑田熊蔵「救済ノ意義」（同，『資料集成』第18巻， 所収）， 同「窮民救助制ノ方針』
（『国家学会雑誌」第24巻第11号，明治43年7月，所収），同「社会政策ノ方針」（同，
第26巻第7号，明治45年7月，所収）参照。なお，桑田は私人の慈恵による窮民救助
を否定するものではない。彼は富者の慈善精神の極めて乏しいわが国において私人救
助制の実行が困難であることを知っていたのである。それ故にこそ，富者による慈善
活動の組織化をめざした中央慈善協会の設立に幹事として彼は名を連らねたのであろ
う。
50)内務省社会局社会部「本邦社会事業概況」（昭和3年11月）。前掲， 『資料集成」第2
巻，所収， 23ペー ジ。
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事実，わが国は明治40年代に入ってから厳しい財政困難に見舞われていた。
明治37年2月に勃発した日露戦役で，日清戦役時の約8倍にのぽる 172,000万
円もの戦費のうち82彩が内外債で調達されたが，この巨額の国債は戦後の39年
から40年にかけて発行された鉄道国有化のための交付公債ともあいまって， $9
年度末の国債残高は推定国民所得にほぼ匹敵する22億円にも達し，戦後のわが
国経済に極めて大きな負担を残したのである。そこで明治41年8月28日に時の
桂内閣によって打ち出されたのが，非募債と財政緊縮を軸とする厳しい財政整
理方針であった。そして財政緊縮のあおりをまともにうけたのが窮民救助費で
あった。
(5) 窮民救助費の推移
明治30年度から39年度までの10年間に伽救規則等による窮民救助費の支出額
は，国および地方を併せて年平均43万円で，そのうち約19万円が国庫救助費で
あった51)。ところが，明治42年度から大正元年までの 4年間のそれは約4.8万
円であった。とりわけ明治42年度および43年度の対前年度比はそれぞれ32%と
61彩の減少であった。また伽救規則による救済人員は30年から39年までの年平
均1.5万人であったのに対して42年から大正元年までのそれは約3,000人に減少
した52)。しかし財政緊縮策の影響を蒙ったのはひとり窮民救助費に限らなかっ
た。中央政府の社会事業関係費（生活保護・保健衛生その他）は軒並み削減の憂き
目にあったのである。なかでも明治43年度の社会事業関係費の削減は著しく，
それの対前年度比は38%減，総額66.4万円であったが，同年度から始まった当
該費目の削減は大正 5年まで継続され，その年平均額は約63万円であった。明
治30年度から39年度までの同費目の年平均額94万円と比べそれがいかに厳しい
51)灘尾弘吉「社会事業行政」（昭和15年），前掲，『前史資料」第6巻，所収， 945ページ
の表より算出。
52)前掲，『資料集成』第1巻，所収，「解題」の第2表 (12ページ）より算出。
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影響をうけたかがわかるであろう 53)0 
他方，地方政府（道府県と市町村）の社会事業費は明治30年度から39年度までの
年平均額が約35万円であったのに対して， 43年度から大正 5年度までのそれは
年平均 154万円であった54)。このことから中央政府の社会事業費の削減が地方
政府へのしわ寄せの形で行われたことをわれわれは知るのである。
明治41年 5月，内務省地方局長の名でひとつの通牒が発せられた。 38年以降
の国費救助の濫費に歯止めをかけ，明治 7年の「伽救規則ノ精神」に立ちかえ
るよう地方政府に促した「済貧愉救ハ隣保相扶ノ情誼二依リ互二協救セシメ国
費救助ノ濫給矯正方ノ件」がそれである 55)。中央政府の社会事業費の国庫負担
金の削減という限りにおいて，確かにこの通達の目的は達せられた。したがっ
てそれの真の意図は単なる「濫給矯正」にあったのではなく，国民と地方政府
へのしわ寄せという形での行財政整理の先触れであったといえよう。
このようにわが国の救貧制度は日露の戦後処理を機縁として大幅に後退した
のである。第 1表の一般会計における社会保障関係費の推移をみると，明治43
年度のそれの構成比率は10年前の 33年度より 0.2ボイント減少し，明治23年度
の水準まで低下している。それが回復するのは10年後の大正 9年度においてで
ある。回復のきっかけを作ったのが大正7年の所謂米騒動の勃発であった。そ
して構成比率が 1%台に達したのは昭和 5年度である。この前年の昭和 4年 4
月 2日には政府より第56議会へ提出された「救護法」（昭和7年1月施行）が公布
された。同法の制定により「国辱的な救貧法」（生江孝之）にかわって社会政策
立法という特性をもった本格的な救貧法がわが国に遅れ馳せながら成立したの
である。しかし同法の施行に当たっては「初ヨリ経費ノ膨大ヲ見｝レガ如キ弊ナ
カラシメンコトヲ期セラレクシ」という貴族院の要請や施行時期の遅延から知
53)大川一司「財政支出』（昭和41年，東洋経済新報社）， 202,204ペー ジの表より算出。
54) 「明治大正財政詳覧』（大正15年，東洋経済新報社）， 522,532, 537ページの表より
算出。
55)前掲，『前史資料』第4巻， 1ペー ジ。
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られるように56), 社会政策立法の実質的な裏付けである財源は不十分であっ
た。それが本格的に確保されるまでには更に 4分の 1世紀待たねばならなかっ
た。
IV. 同和行財政の生成一ーその背景と要因ー―
(1) 第 1次世界大戦後の日本経済
日露の戦後処理として行われた財政緊縮は社会事業費の国庫負担分の大幅縮
小とそれのしわ寄せとしての地方負担額の増加をもたらしたが，その後，中央
および地方政府の社会事業費の規模水準の引上げ大にきな影轡を及ぼしたのが
第 1次世界大戦であった。
第 1次大戦（大正3年7月ー 同7年1月）が枇界に与えた主たる影響は，大正 6
年の 2度にわたるロシア革命と翌年のウィルソン米大統領の14ヵ条宣言である
が，わが国もまたそれらが引き金となっていわゆる大正デモクラシーと呼ばれ
る社会思想や社会運動の百花捺乱時代を迎えた。
この大戦がわが国経済に及ほした影響も大きかった。大正 3年 8月23に参戦
したわが国の輸出入の規模は同 6年を境として著しく拡大し，その年の正貨保
有高は前年の 1.5倍（約1億円）にのぼった。企業の利益率も著しく増加し，大
正4年に18.2形であった払込資本利益率は同 6年には43.2形にも達し，以後 9
年まで年平均47彩の高水準を維持した。それに伴って企業の新増設ブームが生
じ， 大正 7年には同 5年の新設増資額の約 6倍 (260,700万円）にもなった。そ
して大正 8年の生産国民所得は約136億円で，それは戦前（大正2年）の約 3.2倍
であった。
他方，國内の通貨供給量は著しい伸びと国際物価の暴騰が引き金となって，
米価を始めとする一般物価は大正7年から急騰しはじめた。その結果，労働者
の実質賃金は低下し所得格差が拡大した57)。ここにおいて大戦中に群生した戦
56)同， 5,29ペー ジ。
57)日銀統計局「明治以降本邦主要経済統計』（昭和41年）， 32, 166-7ペー ジ， および
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時成金の騒奢な生活や米穀投機商の反社会的暴利行為に対して，生活困難に陥
入った延べ70万人の主として低所得者層から成る集団が社会的不平をまともに
投げかけた。このいわゆる米騒動は大正 7年7月下旬から 9月上旬にかけて全
国を騒乱に巻き込み， 9月21日に時の寺内内閣を退陣に追い込むほどの大きな
影響をわが国の経済・政治・社会の分野に及ぼしたのである。
(2) 社会事業費の推移
米騒動は国の行政に即座に反応をもたらした。中央政府の社会事業費の規模
は大正 6 年度を境に上昇傾向をしめし，同 7 年度には前年度の 73~紅増の 206万
円， 8年度には 386.5万円に増加した。また明治43年度から大正 5年度までの
年平均154万円であった地方政府の社会事業費も大正 7年度になって一躍1,200
万円に達し，同 9年度以降には 2,000万円を超えるようになった58)。そのよう
な規模水準の拡大だけでなく，社会事業費の構成項目においても変化がみられ
た。地方改良奨励費，青年団奨励費，民力涵養費，部落改善費を含む社会教化
費の社会事業費に占めるウェイトが相対的に高くなったことである。社会教化
費の増額にはそれなりの理由があった。米騒動に西日本の各地で被差別部落民
が多数参加し，「騒擾の原動力」になった例も少なくなかったという事実に鑑
み，政府が保安対策上かれらに加えられている厳しい社会的差別に注目しはじ
めたためである59)0 
被差別部落民に対する社会的差別の実態について最初に世間の目を向けさせ
安藤良雄編「近代日本経済史要覧』（昭和50年，東大出版会） 12, 27, 100, 109ペー
ジの表参照。
58)内務省社会局社会部「本邦社会事業概要」（大正15年6月），前掲， 『資料集成」第2
巻，所収， 29ページ。
59)昭和13年度思想特別研究員の吉河光貞は「所謂米騒動事件の研究」（復刻版， 昭和34
年，農民運動研究会）のなかで，被差別部落民が騒動に積極的に参加したのは物価騰
貴による生活困難のためだけでなく，寧ろ彼らが一般国民から受けている差別待遇に
対する憤意にその原因を求めている。そしてそれが他の騒乱参加者と異なる特徴であ
ることを指摘している。（同書， 254ページ）
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たのは，明治36年 7月26日の大日本同胞融和会の創立であった。すでに明治20
年代から30年代前半にかけて，被差別部落の上層民は被差別部落全体の物質的
精神的向上をめざし自主的な部落改善運動をそれぞれの地域で押し進めていた
が，先に触れた明治35年12月16日の帝国議会における尾崎の差別発言事件をき
っかけに組織されたのがこの団体であった。
日露戦役のあいだ中断していた部落改善運動は戦後再び盛り上りがみられ
た。労働争議や小作争議の瀕発する社会風潮に不安を感じた桂太郎首相が天皇
の権威を借りて発布した戊申詔書（明治41年10月13日）を奉戴して各地に多数の部
落改善団体が生れたためである。これら団体の活動は戦役前の被差別部落民
一部落の上層民とはいえー~の自主的な改善運動を政府と合体した融和運動
に変質させる途を拓くものであった。
政府はすでに明治40年3月，増加する貧民の大部分を占める被差別部落民の
実態を把握する必要に迫られ，全国の貧民調査の一環として細民部落の調査に
着手しはじめていた。全国の細民部落数5,470, その人口約80万というのが調
査結果であった60)。翌年9月1日には，内務省が民間の篤志家を動員して第 1
回感化救済事業講習会を開催し，貧民とりわけ被差別部落民の教化善導につい
ての協力方を依頼すると共にそれの指導を行った。
60)内務省社会局「本邦社会事業概要」（大正1年6月）前掲， 『資料集成」第2巻， 所
収， 90ペー ジ。
なお，被差別部落の呼称について，当初内務省は特殊部落と云っていたけれども，
これが部落を特殊扱いにするという理由で，細民部落という呼称にかえたが， しかし
ながら部落にも相当な金持がいるので貧民と同じ意味の細民という名称を用いること
にも問題を生じ，「実は此名称には甚だ窮して居るのです。何も名を付しないという
ことも一―—此の問題を研究し救済をするのに何か名称が要るように思う」と，大正 8
年3月25日の衆鏃院の部落改善に関する建議案委員会において内務省地方局長添田敬
一郎は述べている。『帝国議会衆厳院委員会議録」第22巻（昭和58年，臨川書店） 582 
ページ。以下「委員会識録」と略称。
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明治43年 5月の検挙に始まり翌年の 1月の死刑執行をもって終結した大逆事
件の背景に貧困があり，被差別部落関係者がそれに連座していた事実は政府に
大きな衝撃を与えた。「社会の敏陥に乗じ発生したる一種の徽態」が処刑され
た直後の44年 2月11日には，「其の徽菌発生の源を断つ」61) ための貧民済生・
教化敦厚の勅語が発生された62)。これに応えるため，政府は44年度より市町村
立小学校教育費への国庫補助金を年間総額200万円に倍増した，また同年度以
降，成績優良な部落の改善団体およびその改善功労者を選奨して奨励金や助成
金を下付するようになった63)。同年 6月 5日には内務省の主催で細民調査会が
開かれ， 7月より政府は東京市の一部について細民，殊に労働者の生活状況の
調査を行った。更に大正元年11月 7日から 9日の 3日間にわたって内務省で細
民部落改善協議会が開催された。同省地方局が多年，地方で被差別部落改善の
ために貢献している人々を集め，教育・風俗・職業・居住・衛生など多岐にわ
たる事項について地方の実情を聴取したものであるが，開会にあたり水野錬太
郎地方局長は「国家富強の基礎」を作るために全国に散在する細民部落の「物
質的の改良」と「精神上の改善」が必要であることを説いた64)。大隈重信（内
相兼任）が第 1回地方長官会議の席上で初めて被差別部落問題について訓示し
たのもこの頃（大正3年5月16日）であった。このように大逆事件は政府の同和行
政の取り組みに大きな影響を及ぼしたのである。
行政府の被差別部落問題に対する関心を一段と強めたのは第 1次大戦後のわ
61) 「大阪朝日新聞」明治44年1月20日号。
62)明治44年4月20日に創刊された「社会政策」も当時の危機の反映であった。「経済上
の趨勢は，貧富の懸隔を激成し，生活問題の圧迫は日に国民の頭上に逼り来ると共
に，社会主義，無政府主義等の社会の欽陥に乗じて起り，以てわが邦家の乾綱を荼ら
んとするものあり。今にして之を済はずんば我邦の前途は笈々乎として危ふし」と。
63)明治44年度から大正7年度までの支出額は総計で僅か 10,800円であった。前掲，『委
員会議録」第22巻， 582ペー ジ。
64) 「細民部落改善協議会議事速記録」（前掲，「前史資料」第1巻，所収） 248-250ペー
ジ。
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が国経済・ 社会・政治および思想の各分野にあらわれた著しい変化である。米
騒動の始まる直前の大正 7年 6月24日に救済事業調査会官制が定められ， 7月
3日に桑田熊蔵，矢作栄蔵，高野岩三郎，神戸正雄ら東京および京都の帝国大
学教授をはじめとして，井上友ー，留岡幸助，山室軍平ら当時有数の学識経験
者を集めた救済事業調査会が設置された。貧民救済はもはや「人民相互ノ情
誼」だけに頼る時期でないことを政府は察知していた。「調査会ハ即チ学識ア
リ経験アル諸君ノカニ藉テ是等（救済事業一注）事項ヲ調査研究シ以テ時代ノ進
運二適応スヘキ的確劉切ナル救済事業ノ大本ヲ決定セムトスニ在リ」。水野錬
太郎内相の諮問に答えて，早くも 7月 6日に調査会は政府において行うべき調
査の必要項目を提示した。その 8つの調査項目の 5番目に挙げられた「教化事
業」のなかに「細民部落ノ改善」が含まれていた65)。しかしながら，政府が当
該項目のための調査に着手する前に，全国を展憾させたあの米騒動が発生した
のである。
(4) 米騒動と同和行財政一一行政府と立法府の対応をめぐって＿
第 1次世界大戦前に差別の不当性を訴え一般社会へ向かってその反省を求め
た融和運動の全国組織である帝国公道会は，米騒動をきっかけに大正 8年 2月
23日，第 1回同情融和大会を開催し部落改善について帝国議会への請願書の提
出を可決した。同月26日に第41議会へ提出された請願書の請願者は明石民蔵他
9名で，その紹介議員は奈良県選出の福井三郎他 6名であった。
「四民平等の原則は先帝陛下の御誓文に依りて明なり然るに現時猶特種部落
云為して軽侮賤視する嫌あるは洵に聖代の恨事に属す依て政府は斯る弊害を打
破し部落民の改善を実行し一般国民と和衷協調し四民平等一視同仁の聖旨を貫
徹し以て国家の福利を増進せられむことを私見案を具して請願す」というのが
請願の趣旨であった66)。大正デモクラシー運動の発展に伴い請願書が増加した
65)前掲，『資料集成』第17巻， 1-15ペー ジ。
66)前掲，『謡会誌」第1巻， 1360ペー ジ。
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ことに対応して大正 6年4月に請願令が公布されたが，これにのっとって提出
されたこの「部落改善の請願」こそ大正期における議会への一連の部落問題に
関する請願67)の口火を切るものであった。
大正8年3月19日の衆議院第10回請願委員会で採決可決された請願は， 3月
26日の衆議院本会議において「院議に付すべきものとして採択」されたのであ
る。請願書の中でいう「私見案」とは，恐らく請願の紹介議員である福井三郎
が同月25日に衆議院本会議に提出したもので，翌日の午前に部落改善に関する
委員会で原案通り可決され，午後の本会議において委員長の福井の報告通り可
決された「部落改善に関する建議案」と内容を同じくするものであろう。「建
議案」の趣旨は社会的差別を打破し被差別部落民の自覚を促して部落の物質的
改善のために「相当の金額を国庫より支出し，政府は主としてその世話をする
ことの方法を立て」ではどうかというものであった。そしてこれに対する政府
の見解は次の通りであった68)。政府は「四民同胞」の聖意の徹底を希望し部落
改善には相当の努力をしているが，数百年来の習慣に基づく差別意識が根強く
残存しているのは甚だ遺憾の極みであること，部落改善のために相当の金額を
支出することは有効であるけれども，差別解消の根本は精神上の融和をはかる
ことにあること，そして現時点では被差別部落行政の主体を地方政府に委ね中
央政府がそれを奨励するという方法をとること。
折角の建議も予算案に反映されなければ絵にかいた餅に均しい。既に 1月21
日に衆議院に提出されていた大正8年度予算案は両議院の可決を経て 3月24日
に公布されていたのである。それ故，建議者は云う， 「本年も既に余す所今明
67)帝国憲法第30条に規定された請願権にもとずいて行う請願とは， 「国家機関に対し人
＇ 民から国務に関する希望を陳述する行為」であって，議院に提出する請願は請願令に
よって定められている請願の種類のひとつであり，「鏃会に対する請願は， 寧ろ政府
に対する請願を目的とするもので，唯人民から直接政府に提出するよりも，鏃会の権
威をかりて之を提出し，その効果を強めるためである」。美濃部達吉『逐條憲法精義」
（昭和4年，有斐閣） 409-414ペー ジ。
68)前掲，『委員会議録」第22巻， 581-4ペー ジ。
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日，扱此議会に幾何の金を積って，斯様な案を立てたりとも，如何に親切なる
政府でも出来兼ねませうと思ひますから希くは次に開かれる議会までに此の趣
意に於て立派なる案を立て~'議会の協賛を求めるように致したい」と 69)。衆
議院の閉会真ぎわに可決された大正6年の部落改善の請願および建議案が本気
で提出されたのかどうか，また政府の方でもそれを真剣に受け止めようとした
のかどうかという点については疑念が残らないわけではないが，被差別部落民
が立法政府を通じて「部落問題」を政治課題として取り挙げるように行政府に
働きかけた最初のものという意味において，この請願と建議案は劃期的であっ
たといえよう。
翌年2月6日には第42議会衆議院予算委員第2分科会の席上，兵庫県選出の
憲政会議員下岡忠治が前年の建議案との関連において， 次のような質問をし
た。「本年度予算ヲ見テ見）レト， 社会上二就テ段々当局者ガ御心配ニナッテ居
ルト云フコトハ，自ラ予算面二現レテ居）レ所モアルケレドモ，併シ私共ガ最先
ノ急務卜考ヘテ居ル部落ノ改善ノ事二就テ，特別二施設ヲスルコトガ見ヱテ居
ラヌヤウデアリマスガ，ソレハ甚ダ私ハ遺憾二思ッテ居リマス（中略）此点二関
スル政府ノ御考ハドウ云フ御計蜜ガアルカ」と。これに対して床次竹二郎内相
は，約10万円の社会事業奨励費のうち 5, 6万円を「専ラ其部落改善ノ為メニ
用ヰテ見タイ（中略）到底5万ヤ 6万ヂヤ十分ニイケヌケレドモ，併シ兎二角モ
今度是ダケノ端緒ヲ開イテ置イテ追々ヤッテ行クヤウニシタイ」と答弁し，そ
の使途については地方政府による改善事業の助成や優良な部落改善団体の奨励
のために支出すると説明した。下岡は 5万円という金額に不満を残しながら
も， 「願クハ来年度後二於テ， 若シ財政ノ許スト云フコトガアリマシタナラ，
予算ノ上二於テ，一層之ガ施設二対シテ費用ヲ使フト云フ決心ヲ以テ，部落改
善ノ為メニ御努カアランコトヲ切望シテ」質問を打ち切ったのである70)。大正
9年度予算は同年2月26日の衆議院解散のあおりを受けて不成立となったが，
69)前掲，『談会誌」第1巻， 1322ペー ジ。
70)前掲，『委員会議録」第23巻， 287-8ペー ジ。
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総選挙後の 7月 1日に開会された第43特別議会で地方政府の部落改善事業に対
する 5万円の補助金が承認されたので71), 同年度に国庫から17府県の融和事業
費支出と同額の補助金4.3万円（決算額）が交付された。かくして従来の部落改
善団体への奨励金の交付という段階から中央の同和行財政は一歩前進したので
ある。以後，昭和元年度までに配布された国庫交付金は 121万円に達し，この
補助金と延べ215府県の融和事業支出額を合計すると約240万円にのぽった72)0 
大正10年 1月19日，社会事業調査会第 1回本会議において，同和行財政策の
推進を盛り込んだ「部落改善施設要綱」が提案され， 2月 6日には同調査会特
別委員会の答申案が総会で可決された73)。この「要綱」にもとづいて内務省は
3月の時点で各地方政府に部落に関する調査報告を求めたが，大正11年 6月に
同省社会局から刊行された『部落改善の概況』はこれをまとめたものであっ
tヂ 74)
~0 
他方，同年 3月22日には衆議院請願委員会で「特殊部落又は部落なる称呼廃
止の請願」（筒井鉄蔵提出，広島県選出憲政会議員横山金太郎紹介）が採択された。特
殊部落又は部落という名称は差別用語であるので，今後このような呼称を廃止
すべきであり，また内務省が現に使用している「部落改善」という名称を「地
71)同書，第27巻， 304ペー ジ。
72)内務省社会局社会部「本邦社会事業概況」（昭和3年11月），前掲，『資料集成」第2
巻，所収， 238,277ペー ジ。
73)同書，第17巻， 22-3ペー ジ。
74)今日の「同和行政白害」の先駆であるこの「概況」は，部落改善事業を「戊申詔書の
大旨」に添うものであって，「立後れたる部落をば改善し， 普通部落の地位向上させ
る為の働きで（中略）所謂部落と普通部落との差別を撤廃せんとする努力」と定義す
ると共に，国家目的見地からすれば地方の開発と国力の充実，社会的見地からすれば
社会の欠陥の補正と思想の蒋祁， 人道的見地からすれば人道の明示と人類相愛の徹
底，文化的見地からすれば生活の改善と文化の促進，のためであるから「此の事業は
単に部落そのものに関するのみでなく，実に国家・社会及人道の方面に亘る大切な事
業である」と恋義付けている。渡辺 徹，秋定嘉定編集「部落問題・水平運動資料集
成」補巻1. (1978年，三一害房），所収， 25-6ペー ジ。
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方改善」に変えて欲しいというのがこの請願の趣旨であった75)。
大正10年度予算案に部落改善費が前年の 4.2倍の21万円計上されたのはこの
ような背景のもとにおいてであった。同年2月2日と 4日に行われた予算委員
第2分科会における10年度の内務省関係予算の審議のなかで，この点につき内
務書記官田子一民は次のように説明した。現在の85万の被差別部落民の改善
が「社会階級の緩和」，「生活の改善」，「思想の善導」という効果をあげるもの
と期待して， 「今回ノ予算二相当ノ計上ヲ致シタ」そして補助金の使途につい
ては「社会事業調査会二於テ決定サレタ大体ノ方針二依ツテ」考えたいと76)。
(5) 社会行政組織の整備
この時期には，同和行財政の主体である中央・地方の行政組織も整備されつ
つあった。大正 6 年 8 月には内務省地方局に救護課が設置され，それが 8 年1~
月 24日に社会課と改称されたが，同課はさらに 9年8月24日には社会局に昇
格，ここに社会事業行政の中央機関が制度的に確立されたのである。
地方政府における社会事業の監督指導機関としては，大正 7年 6月 1日の大
阪府の社会課設置を皮切りに， 8年7月には兵庫と神奈川， 11月には東京府に
それぞれ社会課が新設されたが，内務省社会局は10年4月20日の時点で全国道
府県における社会課の特設状況を調査した際，調査対象19府県のうち同課の分
掌事務に「部落ノ改善二関スル事項」を独立の項目としてあげている府県が大
阪・岡山・三重・長崎・愛媛・ 埼玉の 1府5県にすぎないことを知った77)。
大正10年度予算における部落改善費の増額決定にもとづき，同年6月6日，
内務次官は各地方長官にあて「部落改善奨励二関スル件」（社会第63号）の通牒
を発し，地方政府による部落改善事業の促進を指示78)すると共に，政府は同年
75)前掲，『委員会議録」第28巻， 58ペー ジ。
76)同書，第27巻， 292,304ペー ジ。
77)前掲，『資料集成」第14巻， 535-546ペー ジ。
78)同書， 419-420ペー ジ。
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度から部落問題に関する専任職を京都府ほか 1府 11県に国費でもって設置し
た79)。かくして改善事業費の総額（地方支出分を含め）は， 10年度に652,700円，
そして翌年度には852,300円と数字のうえでは着実に増えていったのである。
(6) 水平運動と同和行財政―大正12年度予算と建議案をめぐって―
被差別部落の上層クラスの指導による部落改善運動や，それにテコ入れを行
った政府の同和行財政も現実の差別の解消には殆ど無力のようにみえた。これ
に飽き足らない被差別部落の青年達が中核となって大正11年 3月，全国水平創
立に乗り出したとき，政府は被差別部落民の大同団結を恐れて彼ら水平運動家
に圧力を加えた。しかしながら部落改善関係予算の増額をエサに水平社の結成
を止めさせようとした政府の試みは失敗に終わった80)。
翌12年3月29日に公布された12年度予算のなかに大正10年3月の「請願」を
汲んで従来の部落改善という呼称を「地方改善」と改称した費目が設定され，
それに総額49.1万円が計上された。前年度の2.3倍の額である。施設費補助額
は20.9万円で前年度と殆ど変化はないが，新規に同和事業で最も必要と認め
られた地区整理，育英奨励，融和団体奨励に関する所要経費が予算に計上され
た81)。このことは従来の施設費補助に重点を置いてきた同和行財政の進展をし
めすものであった。
第46議会で大正12年度予算案が審議されていた頃， 2つの重要な事件が生じ
た。ひとつは岡山県選出の政友会議員星島二郎他43名が同年2月 3日に提出し
79)前掲，「本邦社会事業概況」（昭和3年1月）， 238ペー ジ。
80)水平社創立前日の大正1年3月2日に内務省社会局の一課長が創立メンバーのひとり
であった坂本清一郎に面会を申入れ， 「あすの水平社の結成を見合せてもらいたい，
内務省では来年度に地方改善予算を300万円に増額するから，幹部の者はその金を有
効に使って部落差別撤廃のために努力するようにしてほしい」 と要請したそうであ
る。「対談 水平社創立満50年」（『荊冠の友」第6号，昭和46年12月，所収）， 4ペー
ジ。
81)前掲，「本邦社会事業概況」（昭和3年1月）， 237-240ペー ジ。
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た政府への「水平運動・差別撤廃・地方改善費等に関する質問主意書」であ
る。先ず水平運動に対して政府はいかなる考えをもっているのか，第2に，大
正8年2月7日にパリ講和会議の国際連盟規約委員会で日本政府代表が人種的
差別待遇撤廃を提案したことをふまえて，政府は国外でそのような大義を主張
しながら，国内において一部同胞に対する差別的言動を放置していることは矛
盾ではないか，そのために政府はいかなる政策をとろうとしているのか，第 3
に，政府のこれまで行ってきた部落改善事業は差別解消に効果がなかったので
はないか，一体地方改善費の使途はどうなっているのか， 質問はこの 3点で
あった。これに対し水野錬太郎内相が同月10月付の書面で行った回答は誠に冷
やかで，水平運動家の言動が治安を害する場合にはこれを取締りの対象にする
という以外目新しいものではなかった82)。
2つめは政友会議員横田千之助他6名提出の「因襲打破に関する建議案」で
ある。 12年度予算の公布される直前の 3月26日に衆議院本会議上満場一致で可
決されたこの建議案の内容は2つから成っている。今日，士族平民の間に実質
的な差別が消滅したにもかかわらず，族籍の面で士族平民の区別をすることは
全く時代錯誤も甚だしいので，士族という族籍称号を廃止せよというもの。そ
して人種差別撤廃，少数民族の保護という世界思潮のなかで国内に因襲的感情
が根強く残存していることは日本の世界的使命の遂行にあたって大きな災いで
あり，台湾と朝鮮の異民族を統治するにあたっても国内の差別意識の残存は大
きな障害となるので，そのような因襲的社会感情を排除するため，今や政府は
積極的な手段を執るべきであって，これまで行政の目が余り届かなかった被差
別部落民の救済に国家が本格的に着手すべきであるというものであった。
、この建議案の審議には政友会の星島，憲政会の鈴木富士弥（静岡県選出）と紫
安新九郎（大阪市選出）らの論客がこもごも質問に立ち白熱した論議が展開され
た83)。そこで採り挙げられた問題は，建議と華族制との関連，差別的言動に対
82)前掲，『議会誌』第14巻， 619-620ペー ジ。
83)同書， 1218-1225ページ。、
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する法的規制の導入の可否，部落差別解消の方法としての分散主義の可否，部
落産業の保護の必要性，部落改善費の有効性等，多岐に渡っているが，この建
議案の重要性は，従来の政府の同和行財政の重点が差別されている側の物質的
精神的改善を通して差別を解消するということに置かれ，また大正8年の立法
府の建議もその方向での強化を求めたものであったのに対して，差別する側の
被差別部落民に対する因襲的観念や排斥的態度を矯正することこそ真の部落差
別の解決に役立つという見地からそれに相応した行財政の実行を提言した点に
ある84)。明治21年2月25日の「東雲新聞」紙上で中江兆民の士族平民に訴えた
「新民世界」の思想がやっと認知され始めたのである。
建議は直ちに政府の同和政策に影響をもたらした。同年8月28日には内務省
より地方の行政体へ「国民ヲシテ差別的偏見ヲ絶チ協調諧和ノ実ヲ挙ケシム）レ
ノ件」という訓令が発せられた。解放令公布以来50有余年の間，中央・地方政
府が協力して地方改善に努めてきたけれども，今尚国民の間に因襲的偏見をも
つものがあり，依然として融和を欠いている。世界各国が人類相愛の大義によ
って社会の平和幸福の増進に努力している時に，差別的偏見が残存しているこ
とは社会の円満な発達を阻害するものである。「各位ハ地方改善ノ基調先ツ差
別的偏見ヲ絶ツニアルヲ念ヒ克ク此ノ趣旨ノ普及徹底二勉ムルト共二最モ凱
切有効ナル計画ヲ立テ国民相隣ノ実績ヲ挙クルニ於テ遺算ナキヲ期セラルヘ
84)建議案提出に先立ち， 3月1日に憲政会，政友会，革新倶楽部の有志厳員と水平社の
代表者3名（南梅吉，平野小剣，栗須七郎）とが会談した際，有志のひとり紫安は彼
らの「一死尚辞せざる悲壮なる告白」を聞いて感慨に打たれ水平運動に深い理解を示
すと共に，この建錢案を熱烈に支持したが，開明的な彼にあってもなお被差別部落民
いたぶ
に「満腔の同情」を寄せるべきとする思想と，人間を動るところの同情を拒否する水
平社宜言の思想との間に懸隔がある。
それにもかかわらず， この建議案によって水平運動が一時頓座するかも知れない
と，それに危機感を抱いた社会主義者もいたほど，同案は重要な意味を持つものであ
った。山川 均「支配階級の毒盃←~水平運動の試錬期――-(『赤旗』第 3 巻第 5 号，
大正12年5月，所収）， 107ペー ジ。
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シ」85)と。
(7) 立法府における同和行財政の推進
大正10年の請願および12年の建議案のあと議会に提出された部落問題関連の
請願や建議案は，①大正14年 3月16日に第50議会貴衆両議院で採択された「差
別的言動取締法制定の請願」86)③同年3月25日に貴衆両議院で採択された「同
胞融和事業の徹底に関する請願」87) ③翌年 3月25日に第51議会貴衆両議院で採
択された③と同じ趣旨の「部落問題に関する国策確立に関する請願」88しおよび
④上記2つの請願を受けて貴衆両議院へ提出，昭和 2年 3月22日に採択された
「部落問題の国策確立に関する建議案」89) (提出者は山梨県選出，憲政会議員の望月
小太郎外18名）であった。
①は大正14年 1月 3日に設立された岡山県の「新法律制定期成会」が星島ら
の紹介によって提出したもので，解放令発布以来50有余年の間，政府や篤志家
が偏見打破を説いて来たにもかかわらず，それら部落差別の解決に全く効果な
くやたらに年数が経みする許りであり，この儘では差別的言動を消滅させるの
に「百年河清を待つに等しく」， ここにおいて因襲打破， 差別撤廃の目的を達
成する為にはこのような国家の法律制定に待つ外ないというのがその趣旨であ
る90)。
③は大正14年 2月 1日に創設された全国融和聯盟の常任委員今井兼寛ら11名
を請願人，貴族院議員子爵板倉勝憲，衆議院議員有馬頼寧（のち伯爵）を紹介者
として提出されたものであるが，融和事業の10ヵ年継続と年額 300万円以上の
予算を計上し，差別的言動に対する取締法の制定を要望するなど，全国融和聯
85)前掲，『資料集成」第14巻， 448-9ペー ジ。
86)前掲，『議会誌」第15巻， 632ペー ジ。
87)同書， 1639-40ペー ジ。
88)同書，第16巻， 444,1391ペー ジ。
89)同書，第17巻， 248-250,626-8, 923ペー ジ。
90) 「融和事業年鑑」（大正15年版）， 172-5ペー ジ。
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盟の綱領にもとづき91), 部落問題に関する国策の樹立を議会で初めて要請した
という意味において画期的なものと言えよう。
④は部落問題の国策確立の必要性を人道的（真の政治は人格的平等の確立にあり）
政治的（部落差別の放置は異民族統治を困難たらしめる）社会的（部落問題は小作問題や
労働問題と同じ社会問題である）観点から根拠ずけたものであるが， この建議案
の質疑の過程で広島県選出，憲政会議員荒川五郎が「此問題は実に差別せられ
る一部の人の問題ではありませぬ，民族総体の問題であります（中略）。我が国
民は何人も各自個々の人々の問題として誰人も決して傍観的態度を執るべきも
のでは断じてない」と，部落問題が国民的課題であることを議会で初めて指摘
したことは注目に値する92)0 
(8) 大正12年度以降の同和予算の問題点と意義
大正期の中央政府の同和予算は12年度以降飛躍的に増加した。同和予算が国
家財政に登場した9年度予算の10倍強にそれは拡大した（第2表及び第3表参照）。
また地方政府の分を含めた地方改善事業費総額も 100万円台に達した。これは
第2表地方改善費の推移 （単位円）
年度 1 予 算 1地区整理費育英奨励費り』手闊機嬰施設費補助 1 決 算， 50,000 
112,0-一0 ! 
50,000 43,000 
10 210,000 210,000 145,860 
11 210,000 210,000 195,847 
12 491,000 63,000 106,000 210,000 483,745 
13 522,500 112,000 94,500 106,000 210,000 497,840 
14 554,000 112,000 126,000 106,000 210,000 552,483 
15 585,500 112,000 157,500 106,000 210,000 583,829 ， 
出所． 「明治大正財政史」第4巻，および内務省社会局社会部「本邦社会事業概況」
（昭和3年11月）「戦前期社会事業資料集成」第2巻所収， 275-277ページよ
り抽出。
91)同書， 81ペー ジ。
92)前掲，『踏会誌」第17巻， 628ペー ジ。
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第3表地方改善施設費補助金（大正9年度/15年度）
年度 1 補府助金県申請数 i 事業費総額 国庫交付額 国庫補助率 I 補1府県助当た額り
（円） （円） （％） （円）， 17 192,660 43,000 22 2,529.4 
10 27 652,769 145,860 22 5,402.2 
11 32 852,305 195,847 23 6,120.2 
12 35 1,385,928 209,745 15 5,992.7 
13 35 1,038,042 198,800 19 5,680.0 
14 34 1,076,106 210,000 20 6,176.4 
15 35 1, 030, 495 210,000 20 6,000.0 
累計（延）215 6,228,305 1,213,252 I 19 I 5, 643. D 
出所．内務省社会局第2部「社会事業統計要覧」（大正15年3月） 6-8ベー ジ。
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同 社会局社会部「第6回社会事業統計要覧」（昭和2年3月） 8ペー ジ。
同 「第7回社会事業統計要覧」（昭和3年1月） 54-8ペー ジ。
同 「本邦社会事業概況」（昭和3年1月） 275-7ペー ジ。
所収の数字より抽出および算出。
第4表地方改善施設費補助交付額交付順位 (10位まで）
府県名 1 交付額(9年度/15年度累計） 7カ年平均額
（円） （円）
(1) 京 都 205,773 29,396 
(2) 大 阪 180,589 25,798 
(3) 奈 良 107,773 15,396 
(41 岡 山 76,402 10,915 
(5) 滋 賀 69,146 9,878 
(6) 広 島 64,213 9,173 
(7) 和歌山 50,281 7,183 
(81 福 岡 45,766 6,538 
(9) 愛 媛 30,215 4,316 
(10) 静 岡 22, 211 3,173 
備考：〔未申請（不交付）府県〕
北海道，東京，新潟，宮城，福島，岩手，青森，山形，秋田，宮
崎，沖縄 (11府県）
出所．内務省社会局社会部「本邦社会事業概況」（昭和3年1月） 275-
277ベージの表より抽出およぴ算出。
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上述した請願と建議案という形で立法府を通して行政府に加えられた政治圧力
の結果である。しかし少し詳細に分析すれば，地方改善施設費補助金の府県へ
の補助率は， 交付団体の増加のために寧ろ 12年度以降において低下している
し， 1府県当たり補助額も10年度以降ほとんど変化していない。補助金の不交
付団体もまた大正15年の時点で11府県を数えている（第4表の備考参照）。
補助金の使途についても，その額は増えたが被差別部落の中の上層に属する
人々に流れ，そのため部落の間での対立を深くした93)。たとえ被差別部落民の
物質的精神的な改善が達成されたとしても，一般社会に差別観念が存在する限
り，一般民との溝渠を深くする恐れがある。それ故，改善すべきものは被差別
部落民を「死地に陥入れて居る一般社会」94)であって，「これら一般世人の部落
民に対する差別的観念と排斥的態度を矯正」（柴安議員）するための社会教育費
こそ必要であろう。
また，同じく星島や紫安が指摘するように，被差別部落民は専業としてきた
皮革業をはじめとする多くの部落産業を一般世人に奪い去られ，他方，一般世
人と同様の職業に就くには差別の壁にさえぎられて彼らの多くが失業状態にあ
った。社会的差別から貧困化し，貧困から社会的差別をうけるという複合的貧
困は，一般的貧困とは性質を異にする。複合的貧困は非経済的要因と経済的要
因の複合によって生じているのであるから，その救済方法が一般的救貧政策と
異なるのは当然である。そこでは部落産業の保護と彼らの失業救済こそ急務で
あり，したがってそれの欠落していた大正期の同和行財政に厳しい批判の矢が
放たれたとしても，それは止むを得ない。
それにもかかわらず，大正期においては請願と建議案95)をテコとして同和行
93)第46議会における星島の発言および吉井浩存「水平運動発達史」（「社会問題講座」第
1巻，昭和2年，新潮社，所収） 42ペー ジ。
94)高橋貞樹「水平運動の進展」（『前衛」第3巻第 1号，大正12年1月，所収） 330ペー
ジ。
95)大正期における部落問題の請願と建鏃案は，①推進者が融和団体の関係者 ③聖旨
（一君万民の思想）の徹底というわく内での要請 ③人類普逼の原理と国益の調和
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財政が大きく前進したことも確かである。そして第2次大戦後に推進された同
和行財政の原形をそこに見出すことができるのである。
v. 大正期における経済学者の部落問題論
ー同和行財政思想との関連において—
米騒動が日本全土を展撼していた頃，『紀伊毎日』（大正7年9月14日号）に「俺
等は稼多だ」という投書が掲載された。部落改善運動や政府の部落改善政策を
批判し，「平等な人格的存在権，平等な生存権を社会に向って要求」96)する内容
のものである。
近代的生存権とは「社会生活における人間の尊厳を実質的に確保するため
に，国民の人間らしい生活を保障することを目的とするものであって，主とし
て生活困窮者などの社会的・経済的弱者を保護・助成するという国家の作為を
請求できる権利」97)であり，営業，就職，結婚など社会生活における個人の尊
厳を確保するための自由権を補完するものとしての経済的基本権である。した
がって上記の投書者の要求している「平等な生存権」というのは，むしろ自由
権の一種である「生きる権利」であって，近代的生存権を意味するものではな
い。しかしながら，近代的生存権が人間たるに値する生存を国家権力の積極的
な関与によって実現しようとする権利である限り，自由権は生存権の必要条件
である。その意味において，自由権の喪失は生存権の無視と同じである。明治
23年11月29日に施行された「大日本帝国憲法」は市民の自由権的基本権を一定
の限度で保障していた。しかし，近代的生存権は保障されず，各人は個人的努
④行政府と立法府の表面的な理解と同情，等いくつかの特徴をもっていることも事実
である。
96)部落問題研究所編「水平運動史の研究」第2巻（資料編上）， 1971年， 101ページ。な
ぉ，大正末期には素朴な形での生存権思想が民衆にかなり惨透しつつあったという指
摘がある。松尾敬ー「近代日本における生存権思想の展開」（『神戸法学雑誌」第4巻
第3号， 1954年10月， 445ペー ジ）。
97)大須賀 明「生存権論』（昭和59年，日本評論社） 16ペー ジ。
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力によって生きて行かねばならなかった。「帝国憲法」下において一般的救貧
制度が停滞したのも当然であった。いわんや実態において自由権的基本権の侵
害されていた被差別部落民がまず何よりも自由権的生存権を要求したのは無理
からぬことである。
(1) 福田徳三の生存権論と米騒動
近代的生存権を明白に定義ずけた最初の人であるオーストリアの法理学者ア
ントン・メンガー AntonMenger (1841-1906)の生存権理論をわが国に導入
したのが福田徳三 (1874-1930)であった98)。
福田が「生存権理論」を初めて紹介したのは明治45年 5月5日の社会政策学
会第2回地方講演会9こ阪高商）においてであった。彼によれば，人は自ら望ん
で生れ出ずるものでなく，また生れ出ずる人の生存欲求を拒否することができ
ない以上，人に生存資料を給付するのは当然である。しかしながら，生存資料
は有限であり，そのうえ人為的に定められた所有権なるものが存するため生存
資料は既に占有状態にある。誰でも生存資料を利用できる保証は必ずしもな
い。したがって生存を要求する者に対して生存資料の使用を社会的に確保する
のが生存権思想であると。そして「生存権の理論は未だ確定せる学説として立
つ可きものならん。（中略）故に吾人は此理論を研究する必要大なりと信ず」と
彼は述べ，自然淘汰の法則（適者生存の法則）と生存権思想の関係について問題提
起した99)。
その後福田は大正 5年に当時の経済学界の大御所，金井 延の東京帝大在職
25年記念論文集『最近社会政策』に「生存権の社会政策」を寄稿するなどして
生存権論を彫琢した。社会権を構成する 3つの権利のうち，欲望充足の手段で
ある労働の成果の十分かつ正当な確保を要求する権利である労働全収権は既に
98)生存権理論が法学の世界にあらわれたのは大正末期であるから， 福田の「生存権理
論」の紹介は早い時期といえる。前掲，松尾論文， 452ペー ジ。
99) 「国家学会雑誌』第26巻第7号，明治45年7月， 152-155ペー ジ。
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「就労している者」だけの権利である。労働意欲と労働能力があって労働機会
に恵まれない者がこれを要求する権利である労働権は「労働の意欲と能力を有
する者」だけの権利である。これは社会の成員のなかで労働の意欲と能力のあ
る者に生存のための労働機会を保障するという意味で「間接的生存権」100)であ
る。これに対して，「労働せざるもの， 労働し能はざるもの， 労働を欲せざる
もの」は上記2つの権利のわく外にある。彼らは「生存の事実」を根拠として
生存を要求する。そしてこれが直接的生存権であると福田は説く。
近世社会において国家が主として保護介入するのは生存手段としての財産と
身体•生命の安全だけであり，それも既に存在する財産と身命を第三者の侵害
から保護されるだけであって，財産を獲得し個体の生存を維持する方法につい
ては何らの保障も社会から与えられておらない。したがって，財産もなく身命
を維持するに足るほどの生存資料に欠ける場合，それに関する国家の保護はな
い。物格たる財産の支配から人格性を恢復するには，この近世国家の職分に欠
落しているものを埋め合わせなければならない。そのためには「先ず国家の根
本権としての国民の生存権を認めよ」と福田は主張する101)。
社会の全成員を対象とする社会政策の哲学的根拠に社会権としての「生存
権」を据えた福田は，他方，大正4, 5年以来かれの経済理論の中心に定礎す
べき概念について思索していたが， A.マーシャルと A.C. ビグーの経済理論
の批判的検討を通じて得られたのが「厚生経済」であった102)。資源配分の経
済学（福田の言う価格の経済学）から生活保障の経済学（福田の言う厚生の経済学）への
転換は，生存権理論を法学の対象から経済学の対象にまで拡大するための基礎
100)赤松要編「福田徳三 生存権の社会政策』（昭和23年9月，黎明書房）， 111-2ペ
ジー。
101)同書， 163ページ。福田が生存権の具体的施策としてあげたものは，①幼児，就中，
嬰児の扶養と教育 ③老年者・病癒者・不具者の生活保障 ⑧工場法の対象からはみ
出した労働者一般の生活保障，であった。（同書， 164-5ペー ジ）。
102)山田雄三「“厚生経済”研究における福田先生の遍歴」（福田徳三『厚生経済」昭和
55年，講談社，所収） 221-229ペー ジ。
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作業でもあった。生存権理論は，経済学の見地からすれば，生存資料の分配原
理を「財産に対する報酬」から生存「欲望に応じた充足」にかえることである
という福田の言葉103)はそれを示すものである。
「人の道徳的性格は，永く貧窮の状態にあるか，慈善の目的物たるに止まる
かによりて，いちじるしく損傷せられる」104)と，旧来の家父長制的温情主義と
貧困観を批判して生存権論を基礎におく福田の社会政策思想は，今日の福祉国
家思想の先駆をなすものであるが105), 当時の日本の政治・経済・社会状況の
下では歓迎されず，それが開花するには第 2次大戦後までの永い年月を待たね
ばならなかった。
福田は部落問題について匝接論じたことはなく， 米騒動たけなわの大正 7
年 8月18日に開催された社会政策学会北海道講演会（北海道帝国大学）で報告した
「極窮権の実行」106)のなかで間接的に米騒動にふれたに過ぎない。ところが，そ
の報告をまとめた「極窮権論考」（大正7年8月24日稿）のなかでは「人間存在の
第一義たる生存の保障の打破せられて，之を恢復する見込容易に立たざるとき，
人は理論に訴へずして直覚に問ひ，担々たる大道を往くを迂なりとして，却て
変通の捷径を見出さんことを勉む。極窮権の実行を絶断するの道は唯一，日＜
生存権の確実なる保障を第一義とする政治と法律の確立是れなり。（中略）所謂
103)福田，前掲書， 160ペー ジ。
104)福田徳三「厚生経済」（昭和55年，講談社） 112ペー ジ。
105)池田 信「福祉国家論の先駆一福田徳三の社会政策思想ー＿ー」（『日本労働協会雑誌』
No. 187, 昭和49年10月，所収） 12-21ペー ジ， および山田雄三「福田経済学と福祉
国家論」（『日本学士院紀要」第37巻第3号，昭和57年3月，所収） 175-188ペー ジ。
106) 『国民経済雑誌』第25巻第3号，大正7年9月， および『国家学会雑誌」第32巻，
第1号，大正7年1月にそれの「報告要旨」が載つている。極窮権の主唱者である
w. ペーリーと G.J.P. スクロープの学説を紹介し，「社会政策の根本義は固より極
窮権の主張にあらず，只財産一点張の思想はある場合には其欠陥を曝露すると教ふる
のみ」と述べ，米騒動をひき起こした当時の物価騰貴の原因を在外正貨悪用による兌
換券の限外発行という大蔵省の誤った政策に求め，それを正すために 59るの限外発行
税を提案，そうすれば一般人は極めて平穏に物価騰貴を免れ，極窮権の実行など考え
るに到らなかったであろうと，政策当局の不手際を批判した。
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立憲政治，所謂民主政治の如きものゞ論究に初復する限り，極窮権は唯だ理論
の上に於てのみ否定し得可し，生活の実際に於て之を拒否することは到底望み
得可からず。感ずる所あり極窮権論考一章を作る」107)と，米騒動を生存権の保
障のない社会での民衆のぎりぎりの生存欲求の発露として握え，それを福田は
暗黙のうちに容認したのである。
(2) 神戸正雄の部落問題論
福田と異なり，米騒動が「我国民の趾辱」を遺し「日本国民の道義欽陥を示
したもの」108)と見倣す神戸正雄 (1877-1959)は，時論的な観点からではあるけ
れども，米騒動をきっかけに被差別部落問題を取りあげた数少ない経済学者の
ひとりであった。神戸によれば，被差別部落民を差別する確固たる理由はな
<'「彼らが現状に不平を懐き平等待遇を要求するのは無理からぬこと」であ
り，一般人も彼らを「対等の人格者として敬愛してやらなくてはならぬ」と被
差別部落民に対して理解と同情をしめしながら109), 他方，「一般人よりも不衛
生，不道義が甚しいといはれている」ことが「事実であるとすれば，彼等が社
会的に平等の取扱を受ける前に， 先づ之を改めなければならぬ」， そして「外
部の人々も之を親切に誘導啓発してやらなくてはなるまい」と慈恵的部落改善
107)福田徳三「極窮権論考」（『国民経済雑誌」第25巻第4号， 大正7年10月， 所収） 22 
ペー ジ。
108)神戸正雄「米騒動の教訓」（大正7年10月稿）， 『社会問題」（大正9年， 日本図書出
版株式会社）所収， 664ページ。なお他に「部落問題」を取り扱った神戸の論文に「特
殊部落民を愛護せよ」（大正8年5月稿）と「特殊部落問題」がある。前者は「社会
問題」のなかに，後者は「時事経済問題」第8冊（大正12年，弘文堂書房）に収録さ
れている。
109)被差別部落民に「自覚」と「団結」を呼びかけた前田三遊 (1869-1923) はいみじ
くも云う。「大抵の人は部落民に同情する様な事を云ひながらも， 二つ目には屹度
Butの打消語を用ゐる。斯くて猜疑心が深いとか， 粗暴だとか，何とか彼とか，難
癖を附けてゐる。しかし夫は誰がしたのだ。数百年来圧迫した社会がしたのではない
か」と。同「同胞相愛の涙を掬うて」（『表現」第2巻第6号，大正1年6月， 68ペー
ジ）。
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論が説かれている。そして「多年の懸案で，未だ解決難の一問題」である部落
問題を解決する方法として神戸が提示した案は，①散居と雑居，R部落内部の
改善，⑧一般民の差別的態度の更改，④部落改善運動に対する民間及び政府の
援助，⑤被差別部落民の感情緩和の為めの宗教の利用，であった110)。
神戸の部落改善思想には同情と人格的平等という対立した概念が含まれてい
るが，これは彼の社会政策思想に由来するものである。彼は社会政策を富者す
なわち上層社会に対する社会政策と，貧者すなわち下層社会に対する社会政策
とに分け，後者の政策原理として人格尊重主義を採り，生存権原理（権利主義）
を泥棒的根性に基づく不当な権利でかつ私有財産を侵害するものとして排除し
た!II)。それは神戸が物格の支配から人格性を解放する社会政策を拒否し，物
格の支配のもとにおける人格を対等と見倣していることを意味する。それ故に
こそ，神戸にとって貧者と富者は人格的には対等でなければならぬが，物格に
おいて不平等であることは一向に構わないのである。ここから「貧者はその地
位に甘んじ，其地位に適当な仕事に依って社会公共に貢献せしむべく導くこと
が適当」であり「貧者は気の毒であるが，それは運命」という政策思想と貧民
観が生れて来る。市民社会において，本来平等たるぺき人格が損傷されるよう
な状況の生じた場合，それ自体同情に値する状況であったとしても，先ず問わ
れなければならないのは損傷された人格の側の事情であるということになる。
神戸の部落問題に対する基本的思想もまさに彼の社会政策思想から派生したも
のであった。
(3) 山本美越乃の部落問題論
大正5年11月，福田が「生存権の社会政策」を寄稿した『最近社会政策』に
110)神戸，前掲，「特殊部落民を愛護せよ」 262-3ページおよび「特殊部落問題」 22-
23ペー ジ。
111)神戸正雄「下層社会政策」（大正2年頃執筆）前掲，『社会問題」所収， 190ページ。
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「特殊部落問題」という論文が掲載されていた112)。大正期の代表的植民政策
学者の山本美越乃 (1874-1941)がそれの筆者であった。わが国の経済学者が部
落問題を社会政策という学問の対象に取り挙げた最初の論稿である。山本は，
従来わが国の学問の傾向が欧米諸国の社会現象の研究に重点をおいて，自国の
重大問題を軽視する風潮を批判し，他の如何なる社会問題よりも重大な意義を
もつ部落問題を学問研究の対象に措定した。山本は， 「特殊部落」という用語
の定義から出発し，部落起源説の検討，大正初期の部落構成，維新以前の差別
状況にふれたのち，部落差別を生ぜしめている基本原因を被差別部落民の「生
活程度の劣等」に求め，それが①収入の不安定，②子沢山，⑧浪費ぐせ，に由
来していると説いた。そして彼らの経済的地位の安定化によって教育・衛生思
想が普及し，被差別部落外との生活水準の格差が縮少すると両者の交流を妨げ
ていた障壁が撤去され，差別観が消滅するというのが山本の提示した差別解消
のシェーマであった。そこでの重要な要因は被差別部落の経済的地位の安定で
あるので，そのための方策が彼の部落改善案の内容を構成している。すなわ
ち，①特定の就労を通して収入を安定すること，③移住（散居と雑居）を通して
部落の過剰人口を処理すること，⑧勤勉貯蓄の風潮を養成すること。このよう
な方策をもってすれば「近キ将来二於テモ容易二之ガ解決ヲ望ミ得ベカラザル
至難ノ問題」にも燭光を見出すことができるであろう，と。しかし，そのため
には人道主義や博愛主義の理想に訴えて，あらゆる分野の国民の協力を得なけ
れば容易に解決し難いことを付言して彼は論文を結んでいる。
山本が経済学者として大正5年の時期に「特殊部落問題」を「我国現時ノ社会
政策上ノー大問題」として学問研究の対象に採り挙げたことは確かに特筆に値
する。しかしながら，その改善策の大筋は明治36年7月の大日本同胞融和会総会
で承認された改善方針と殆ど変わらない。問題は山本がなぜこの時期に「特殊
部落問題」をとりあげたのかという点である。ひとつは明治44年の大逆事件の
影響もあろう。しかし何よりも彼が植民政策学者として植民地の台湾や朝鮮に
112)のち「表現」第2巻第6号（大正1年6月）にこれの要約が転載された。
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おける異民族の統治と同化問題との関連で部落問題を取り扱ったと考えるなら
ば，彼が部落改善策の根幹に据えた経済的地位の安定が，社会的強者の博愛主
義思想から出たものであって，社会的弱者の生存権の承認に由来するものでな
いことを理解できるのである。このことは，大逆事件の最中の明治43年10月に
発行された『国家学会雑誌』（第24巻第10号）への寄稿論文「奈良県下二於ケル
特殊民部落改善ノ方針」の筆者小原新三 (1873-1931)についてもあてはまる。
この論文は，彼が明治41年に奈良県の内務部長として同和行政にたずさわって
いた頃の体験をまとめたものであるが113), 明治43年10月といえば， 彼が同年
8月の日韓条約にもづいて発足した朝鮮総督府の初代の地方局長として朝鮮に
赴任した年でもある114)0 
小原と山本の間には，明治43年と大正5年という執筆の時期や行政官と学者
という職業上の違いがあるけれども，日露戦役と第 1次世界大戦の両戦間期に
おけるわが国の貧民の増加という同じ状況を背景にして「特殊部落問題」論を
執筆した両人が共に植民政策に関係があったことは，この時期における部落問
題論に植民政策の影を見出すことができる。
むすび
以上，明治・大正期における同和行財政の生成と発展過程をみてきたが，そ
こから次のような特徴を見つけることができる。
(1) 明治期においては，同和行財政が救貧行財政の中に包括され， しかもそ
れの主体は地方政府であるので，被差別部落問題が国家の政治的課題に転化す
ることは困難であった。
(2) 同和行財政進展のきっかけには，つねに重大な社会問題の発生があり，
113)小原は，被差別部落民の多数が「劣等ノ貧民」であり， しかも「其繁殖カハ普通民
二比シテ遥カナル」ので，その改善が「道義ノ問題トシテモ将夕社会問題トシテモ重
大事」という認識からこの論文を執筆した。（同誌， 30ペー ジ）。
114) 「和歌山県政史」第2巻， 818-9ページ。
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それが部落改善運動を触発し，立法府と行政府を通じて政治化されて同和行財
政が進展するというパターンがみられる。
(3) 同和行財政の進展を触発する重大な社会問題は世界史の流れのなかで発
生したものである。
(4) 同和行財政は国家政策の中に位置づけられてから， それの進展がみら
れた。
(5) 同和行財政思想は必然的に時代の制約を受けている。
(6) 一般的経済生活水準が著しく低いときには，被差別部落民の自由権的生
存権すら容易に侵害される。
(7) 差別を解消するためには，国家による自由権的生存権と社会権的生存権
の保障が必要条件である。
(8) 部落改善運動家も同和行財政の推進にあって立法府や行政府と同じく本
来両刃の剣である天皇の権威を利用した。
追記
本稿は昭和60年度と61年度の経済理論特殊講義Iの「講義ノート」を基底にして補筆
したものである。その際，共同担当者である松岡 保教授（人権問題研究室長）の講義
から受けた数々の貴重な示唆を利用させて頂いた。記して謝意を表する次第である。
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同和行財政関係略年表
一明治から昭和初期まで一
619 
明治元年10月28日 新政府，藩治職制を定め，各藩に執政・参政公議人・家知事をおく。
同 2年3月7日 公議所開院式。
4月2日 公議所において「里数改定の譲案」をめぐり部落の解放が討論され
る。また，この月，加藤弘蔵（会計官権判事），帆足亮吉（日出譲員）
より部落解放の建議案が提出される。
6月17日 藩籍奉還を許し，藩知事 (274人）を任命。
公卿・諸侯の称を廃し，華族と称する。
6月25日 藩知事家録の制を定め，家臣を士族と称する。
8月11日 民部，大蔵の二省を併せ，民部卿松平慶永は大蔵卿を兼ね，民部大輔
大隈重信は大蔵大輔を兼ねる。
12月 「民部省戸籍法草案」作成。
同 3年7月10日 民部・大蔵の二省分離。
9月19日 平民に苗字使用を許可。
12月 開拓使，移民規制を定め，北海道移住を奨励。
同 4年1月 大江卓，部落解放の建鏃を提出 (3月，解放の方法につき再建議を
提出）。
3月15日 部落解放にかんする民部省案，太政官に提出。
4月4日 全国統一戸籍法公布（明治5年2月1日実施）。
6月13日 民部省の部落解放案に太政官から指令。
7月14日 廃藩置県詔書発布。
7月22日 民部省廃止。
8月9日 散髪，廃刀の自由。
8月23日 華士族平民相互の結婚を許可。
8月28日 「解放令」公布。稼多非人等「民籍二編入」を府県に通達。
9月7日 田畑勝手作を許可。
10月3日 宗門人別帳廃止。
12月18日 華士族・卒の在官者の他は盛・エ・商の営業を許可。
12月27日 地租課税布告。
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同 5年1月29日 世襲の卒は士族に編入。
2月1日 戸籍法施行。
2月25日 土地永代売買の解禁。
4月9日 庄屋・名主・年寄などの称を廃し戸長をおく。
7月25日 租税寮内に地租改正局を設置。
8月3日 学制を頒布。
9月14日 琉球国王尚泰を琉球藩主とし，華族に列する。
10月2日 人身売買禁止，娼妓の年季奉公廃止を命令，また農・エ・商業におけ
る作男・丁稚．徒弟などの年期は7年，一般奉公人は 1年に限定。
11月28日 徴兵の詔書発布（同6年1月10日に徴兵令公布）。
12月3日 この日を明治6年1月1日（陽暦）とする。
同 6年7月28日 地租改正条令を布告。
11月10日 内務省設置。
同 7年12月9日 悼救規則制定（昭和4年廃止）。
同 8年7月 内務省に第7局を設置，衛生局と改称。
同 17年3月17日 憲法・ 皇室典範の起草に着手。
7月7日 華族令を制定（公侯伯子男の 5爵に分け，戸籍・身分は宮内省管掌）。
同 18年12月22日 太政官制を廃し内閣制確定。
同 19年 戸籍法改正。
同 21年4月30日 枢密院設置。
6月18日 枢密院（誂長伊藤博文）憲法草案の審議開始。
同 22年2月11日 大日本憲法・衆談院議員選挙法・貴族院令などを公布。
同 23年11月25日 第1回帝国議会招集。
12月6日 政府，窮民救助法案を同議会に提出し，特別委員会に付託の後衆議院
本会議に上程，否決される。
同 27年8月1日 日清戦役 (-28年4月17日）。
同 29年4月26日 桑田熊蔵，高野岩三郎ら社会政策の研究団体設立。
同 30年4月24日 社会政策学会と命名。
同 31年12月30日 地租条例改正（時限立法36年12月まで）。
同 32年1月 内務省に地方局設罷。
7月19日 社会政策学会趣意害公表。
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同年，大和同心会設立。（明治45年7月設立発起人会）
同 33年3月10日 感化法公布。この年地方局府県課に初めて感化救済事業係を置く。
同 35年12月16日 尾崎行雄，第17回通常議会の委員会で差別発言。
同 36年7月26日 大日本同胞融和会創立総会。
同 37年2月10日 日露戦役 (-38年9月5日）。
同 40年3月 内務省，部落の現況調査に着手。
6月 （広島）福島町一致協会設立。
同 41年5月 内務省地方局長通牒「済貧位救ハ隣保相扶ノ情誼二依リ互二協救セジ
メテ国費救助ノ濫救矯正方ノ件」。
9月1日 内務省主催第1回感化救済事業講習会開催 (-10月7日）。
10月7日 中央慈善協会設立。
同 42年2月 内務省，私設社会事業団体に対する奨励並びに助成金を交付開始。
同 44年1月24日 大逆事件の死刑執行，各国の社会主義者から日本の在外公館に抗議集
中。
3月11日 普通選挙法，衆議院で可決されるも， 15日に貴族院で否決される。
3月29日 日本で最初の労働立法，工場法公布（大正5年9月1日施行）。
4月20日 板垣退助『社会政策」創刊。
6月5日 内務省，細民部落調査会開催。 7月より細民調査を開始。
7月20日 特殊部落改善協厳会開催。
同 45年5月5日 福田徳三，社会政策学会第2回地方講演会で「生存権の理論」を報
.fr. 
口 0
7月15日 大和同志会設立発起人会。
大正元年8月20日 大和同志会設立総会 (10月16日「明治の光」第1号発行）。
1日7日 細民部落改善協議会を内務省で開催 (-9日）。
同3 年5月16日 内務大臣（首相大隈重信兼任），地方長官会議で初めて部落問題につ
いて訓示。
6月7日 帝国公道会創立総会。
7月28日 第1次世界大戦 (-8年11月11日）。
同 5年3月5日 同志会懇談会（約50名参加）。
11月 山本美越乃（京都帝国大学法科大助教授）「特殊部落問題」を論ず。
同 6年8月 内務省地方局に救護課新設。
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同 7年6月1日 大阪府に社会事業の監督指導のための社会課設立，また大阪市にもこ
の年社会事業主官の部局新設。
6月25日 救済事業調査会設置。桑田熊蔵，神戸正雄，高野岩三郎ら学識経験
者，関係各省高等官ら20名以内で組織。
7 月 3~ 救済事業調査会第1回会議 (6日，答申案提出）。
7月23日 富山県に米騒動勃発し1道3府32県に波及。
8月2日 政府，シベリア出兵宜言。
8月18日 福田徳三，社会政策学会北海道講演会で「極窮権の実行」を報告。
9月14日 『紀伊毎日」で被差別部落民，平等な生存権を主張。
同 8年2月7日 国際連盟規約委員会で日本代表人種差別待遇徹廃を提案。
2月23日 帝国公道会第1回同情融和大会で部落改善の請願書提出を可決。 (26
日，議会へ提出）
3月25日 福井三郎他10名「部落改善に関する建諮案」を第41回議会衆談院に提
出，福井三郎趣旨説明。
3月26日 部落改善に関する建議案委員会開催（委員長福井三郎）原案可決。
請願会議で委員長報告通り可決。
明石民蔵他9名「部落改善の請願」（紹介議員福井三郎他6名）提出。
7月1日 喜田貞吉，『民族と歴史」の「特殊部落研究号」（大正9年1月発行）
のため調査依頼。
7月 兵庫県 (5t:l), 神奈川県 (31日）に社会課設立。
10月20日 内務次官より地方長官あて通牒「社会政策的施設二関スル件」。
11月26日 東京府に社会課設立，以後大正1年末までに30府県で社会課設立され
る。
12月24日 地方局救護課を社会課と改称（内務省として初めて「社会」の文字を
公式に使用）。
同 9年2月6日 第42回謙会衆議院予算委員第2分科会で大正9年度予算に計上された
地方改善費 (5万円）について質疑。
8月24日 内務省に社会局（社会事業行政の中央機関）を新設。
同 10年1月1213 社会事業調査会設置。（救済事業調査会を更改）
1月19日 第1回開会，諮案に「部落改善施設要綱」。
2月4日 第44回議会衆諦院予算委員第2分科会で地方改善費について質疑。
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3月22日 第44回厳会衆議院請願委員会において筒井鉄蔵他提出の「特殊部落又
は部落なる呼称廃止の請額」（紹介議員横山金太郎他6名）採択。
4月20日 内務省，地方政府の社会課設置状況を調査。
4月 中央慈善協会を中央社会事業協会と改称（大正 12年に地方改善部設
置）。
6月6日 内務次官より地方長官あて通牒「部落改善奨励二関スル件」（社会第
63号）。
同 11年3月3日 全国水平社創立大会開催。
5月 社会第63号改正「部落改善奨励二関スル件」。
6月 内務省社会局，「部落改善の概況」（大正10年3月調）を発行。
11月 内務省社会局が外局に昇格，社会事業行政と労働行政を主管。
同 12年2月3日 星島二郎，「水平運動，差別撤廃，地方改善費等に関する質問主意書」
を第46回厳会に提出 (10日，水野内務大臣書面で回答）。
3月3日 第2回全国水平大会で「戸籍簿身元調査等の改正を要求する件」可
決。
3月24日 横田千之助他6名「因襲型破に関する建議案」を第46回議会衆議院に
提出。横田千之助趣旨説明。同案を議長指名の 9名を委員に付託。
3月26日 衆議院請願会厳において同案は全会一致で可決。
8月28日 内務省より道府県への訓令「国民ヲシテ差別的偏見ヲ絶チ協調階和ノ
実ヲ挙ゲシムルノ件」。
地方長官会議等，機会ある毎に同和問題に関し訓示，又はこれに諮問
するなど同和の徹底を期す。
9月7日 勅令「治安維持ノ為ニスル罰則」。
同 13年2月 松井庄五郎ら「融和事業促進に関する請願」を第48回議会衆厳院に提
出，また丹下茂十郎，地方改善に関する質問を同議会で行う。
3月3日 全国水平社第3回大会開催。
7月23日 司法省，民事第9916号で「旧戸籍ノ稿多ナル記載ハ，謄抄本作成ノ
際，之ヲ省略シ，其文字ヲ記載セサルヲ相当卜思考」， また「稼多ノ
名称ハ（中略）明治5年編成ノ戸籍二之ヲ記載シタルノヽ過誤ナルヲ以
テ（中略）職権抹消可相成」と高知県N村からの伺い (7月7日付）
に回答。
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同 14年2月1日 同愛会（会長有馬頼寧）の主唱により，全国の融和問題関係者，全国
融和聯盟を創立。
3月24月 坪紋吉他6名提出の「差別的言動取締法制定の請願」（紹介談員西
村丹治郎他3名）第50回議会衆議院で採択される。
3月25日 今井兼寛他10名提出の「同胞融和事業の徹底に関する請願」（紹介議
員有馬頼寧），第50回議会衆議院で採択される。同27日， 貴族院にお
いても採択される。
3月29日 普通選挙法通過。
4月22日 治安維持法公布。
5月17日 中央社会事業協会主催の全国融和事業大会で，長野県信濃同仁会から
「戸籍実施以前二於ケル戸籍簿中，賤称アル部分ヲ改写シ，原本ヲ焼
却スル事ヲ当局二請願ノ件」が提案される。
9月18日 全国水平社無産者同盟創立。
9月22日 中央融和事業協会創立（中央社会事業協会の地方改善部を廃止）。
9月27日 中央社会事業協会々長（渋沢栄一），「融和事業ノ徹底二関スル請願」
を若槻礼次郎内務大臣へ提出。「明治ノ初年， 新タニ戸籍編成ノ際，
地方二依リテハ，戸籍編成吏ノ無理解二起因スル過失二拠リ，族籍ヲ
記載スルニ方リ，平民卜記スヘキ個所二元稿多卜記載セルモ往々ニシ
テア（ル）」がため， 「戸籍制度実施以前二於ケル戸籍薄中，賤称アル
部分ヲ改写シ原本ヲ焼却セラレタキコト」。
10月18日 全国水平社自由青年聯盟創立。
同 15年3月25日 有馬頼寧外8名提出の「部落問題の国策確立に関する意見書案」第51
回議会貴族院で採択される。
有馬頼寧外8名提出の「部落問題に関する国策確立の請願」（紹介議
員有馬頼寧）衆謙院で採択される。
4月 社会局，健康保険の実施に関する事務を主管， また社会部には保護
課，職業課，福利課を新設し，同和事業に関する事務は福利課の所管
となる。
昭和2年3月1日 望月小太郎他18名「部落問題の国策確立に関する建議案」を第52回議
会衆議院に提出。有馬頼寧，趣旨説明。
3月14日 有馬頼寧他8名提出の「部落問題の国策確立に関する意見書」第52回
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諮会貴族院請願会議で採択される。
3月22日 貴族院において二条厚基他12名発諮の「部落問題の国策確立に関する
建厳案」，起立者多数で可決，衆議院においても同案は満場一致で可
決。
6月18日 内務省，新設の社会事業調査会に対し，同和促進に関する諮問。
12月4日 第6回全国水平社大会（第2日）で「差別的旧戸籍節破棄要求の件」
が提案される。
12月16日 社会事業調査会，要綱の答申提出。
同 3年4月29日 内務大臣，各地方長官に対し同和の徹底を訓令。
同 4年2月15日 星島二郎「融和事業の徹底に関する建議案」を衆議院に提出。
3月25日 上記建議案および全国融和団体提出の「融和事業の積極的施設に関す
る請願害」衆誂院で可決。
4月2日 救護法公布（昭和7年1月施行）。
7月 社会政策審議会設置。
同 6年3月23日 第59回議会に提出された融和事業の徹底に関する建謙案，満場一致で
可決。
同 7年8月26日 司法大臣，地方裁判所長あて訓令（司法省民事局秘第83号）を発す。
「市役所町村役場保存ノ戸籍ノ記載ヲ為シタルモノハ既二職権抹消ノ
手続ヲ為シタルニ尚戸籍ノ抹消部分二其痕跡ヲ留メ戸籍簿ノ閲覧其他
ノ機会二於テ不都合齢カラサル趣二付右二該当スルモノアラハ成ルヘ
ク速カニ改製ノ上原戸籍ハ直チニ監区裁判所二引継保管セシムル様取
計ルヘシ」。
同 10年6月 「融和事業完成10カ年計画」決定。
同 11年5月16日 第59回議会衆議院予算分科会で松本治一郎，部落問題の解決を強調。
同 13年1月1日 厚生省設骰，内務省社会局を厚生省に移し，同和事業事務は厚生省社
会局福利課（昭和14年4月に生活課と改称，また社会局は昭和16年9
月に生活局と改称される）の所管となる。
3月14日 厚生大臣，国民同和促進に関する訓令を発す。
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